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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

売上高 (千円) 38,287,098 54,761,012 48,602,523 54,297,253 56,717,929

経常利益 (千円) 4,371,806 5,009,529 4,548,632 4,190,794 2,883,126

親会社株主に帰属する
当期純利益又は
親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

(千円) 2,290,076 2,627,516 2,381,835 △390,405 1,506,675

包括利益 (千円) 2,511,606 3,397,515 2,465,296 △701,796 1,504,359

純資産額 (千円) 23,748,639 26,177,598 27,672,205 26,001,217 26,401,438

総資産額 (千円) 34,841,299 43,907,206 41,751,411 40,885,997 41,934,545

１株当たり純資産額 (円) 1,154.20 1,280.38 1,361.64 1,286.93 1,316.22

１株当たり当期純利益金額
又は１株当たり当期純損失
金額（△）

(円) 109.96 128.39 116.76 △19.28 75.02

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 68.2 59.6 66.3 63.6 63.0

自己資本利益率 (％) 9.9 10.5 8.8 △1.5 5.8

株価収益率 (倍) 13.2 11.2 16.7 ― 19.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 2,917,082 4,235,590 6,577,786 3,523,609 3,179,799

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,203,924 △5,294,437 △914,179 △3,373,059 △1,197,443

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,187,414 △2,720,894 △4,821,630 △839,771 △886,134

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) 14,640,421 11,097,287 12,030,649 11,286,999 12,383,075

従業員数
(名)

1,103 1,292 1,358 1,534 1,583
(外、平均臨時雇用者数) (569) (703) (727) (701) (690)

 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第35期、第36期、第37期及び第39期については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。第38期については、１株当たり当期純損失であり、また、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

３　キャッシュ・フローにおける△は支出を示しております。

４　第35期の財務活動によるキャッシュ・フローの収入は、提出会社における長期借入れによる収入によるもの

であります。

５　第36期の投資活動によるキャッシュ・フローの支出は、新たに子会社化した株式会社オートウェイの株式取

得に係る支出、事業譲受による支出及び自社利用ソフトウエアの取得による支出によるものであります。ま

た、財務活動によるキャッシュ・フローの支出は、提出会社、株式会社キングスオート及び株式会社オート

ウェイの長期借入金の返済による支出によるものであります。

６　第37期の財務活動によるキャッシュ・フローの支出は、提出会社、株式会社キングスオート及び株式会社

オートウェイの借入金の返済による支出によるものであります。

７　第38期の投資活動によるキャッシュ・フローの支出は、新たに子会社化した株式会社タイヤワールド館ベス

ト、株式会社丸冨士及び株式会社シルバーはあとの株式取得による支出によるものであります。
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８　平成24年10月１日付で１株につき２株の株式分割を行っております。第35期の期首に当該株式分割が行われ

たと仮定し、１株当たり当期純利益金額を算定しております。

９　第38期の株価収益率については、親会社株主に帰属する当期純損失が計上されているため記載しておりませ

ん。

 

(2) 提出会社の経営指標等

回次 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

売上高 (千円) 25,266,079 24,402,667 24,523,836 24,875,584 25,726,162

経常利益 (千円) 4,292,448 4,674,785 4,319,909 4,276,033 2,587,145

当期純利益又は
当期純損失（△）

(千円) 2,415,994 2,540,226 2,293,797 △566,285 1,335,470

資本金 (千円) 1,824,620 1,824,620 1,824,620 1,824,620 1,824,620

発行済株式総数 (株) 20,940,000 20,940,000 20,940,000 20,940,000 20,940,000

純資産額 (千円) 24,083,552 25,676,135 27,029,796 25,481,410 25,747,848

総資産額 (千円) 30,768,401 31,522,902 31,612,922 29,049,066 29,184,667

１株当たり純資産額 (円) 1,170.47 1,255.85 1,330.03 1,261.20 1,283.63

１株当たり配当額
(円)

37.50 37.50 38.00 39.00 50.00
(内１株当たり中間配当額) (18.75) (18.75) (19.00) (19.00) (25.00)

１株当たり当期純利益金額
又は１株当たり当期純損失
金額（△）

(円) 116.00 124.12 112.45 △27.97 66.50

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 78.3 81.5 85.5 87.7 88.2

自己資本利益率 (％) 10.3 10.2 8.7 △2.2 5.2

株価収益率 (倍) 12.5 11.6 17.3 ― 22.0

配当性向 (％) 32.3 30.2 33.8 ― 75.2

従業員数
(名)

707 682 670 651 633
(外、平均臨時雇用者数) ( 88) ( 90) ( 87) ( 85) (85)

 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第35期、第36期、第37期及び第39期については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。第38期については、１株当たり当期純損失であり、また、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

３　平成24年10月１日付で１株につき２株の株式分割を行っております。第35期の期首に当該株式分割が行われ

たと仮定し、１株当たり当期純利益金額を算定しております。

４　第38期の株価収益率及び配当性向については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。
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２ 【沿革】

昭和52年10月 現代表取締役会長横山博一が名古屋市において「中古車通信」を創刊。

昭和54年６月 中古車情報誌の制作・販売を主たる目的として、株式会社プロジェクトエイト(資本金

1,000千円、所在地名古屋市千種区、代表者横山博一)を設立。

昭和60年８月 「週刊オークション情報」を創刊。

昭和62年10月 東海地区限定・生活情報誌「月刊BLUZON」を創刊。

平成３年２月 名古屋市中区新栄に新社屋を建設し本社を移転。同時に、株式会社プロジェクトエイトか

ら株式会社プロトコーポレーションへ商号変更。

平成３年２月 情報誌の取材・編集・制作を主たる目的として、株式会社プロトクリエイティブを設立。

平成３年６月 輸入車情報誌「ENZO」(現「GooWORLD」)を創刊。

平成４年10月 「中古車通信」を「Goo」に表題変更。

平成８年４月 インターネットを利用した中古車データ検索システム「データライン」を商品開発し、情

報サービスの提供を開始。

平成８年10月 中古車情報の検索サイト「Goonet」(現「グーネット」)による情報サービスの提供を開

始。

平成８年11月 情報誌に関わる印刷紙の販売を主たる目的として、株式会社プロトギガ（平成12年２月株

式会社プロトールに商号変更）を設立。

平成９年12月 名古屋市中区葵に新社屋を購入し、本社を移転。

平成11年４月 東京都文京区に新社屋を建設し東京支社を移転。同時に、東京支社を東京本社として支店

登記。

平成11年４月 不動産事業を開始。

平成11年10月 中古車基準価格ガイド「ブルーブック」を創刊。

平成11年10月 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ（現株式会社NTTドコモ）と提携し、ｉモードオフィ

シャルサイトとして自動車関連情報の提供を開始。

平成12年３月 自動車販売のＥＣ仲介事業を主たる目的として、三井物産株式会社との合弁で株式会社エ

ムペック（現株式会社プロトコーポレーション）を設立。

平成13年８月 バイク情報誌「GooBike」を創刊。

平成13年９月 ジャスダック（店頭）市場（現東京証券取引所JASDAQ（スタンダード））に上場。

平成14年３月 クルマパーツ情報誌「GooParts」を創刊。

平成14年10月 自動車業界全体を見据えた情報サービスの拡充を目的として、株式会社リペアテック出版

（現株式会社プロトリオス）の株式を取得し、子会社化。

平成16年７月 IT事業の強化・拡充を目的として、有限会社ビーボイド（現株式会社マーズフラッグ）の

第三者割当増資を引き受け、同社を子会社化。

平成16年９月 中国自動車市場における情報収集及び情報提供を目的として、宝路多（上海）広告有限公

司を設立。

平成17年５月 美容室等の店舗検索だけでなく、来店予約が可能なインターネット・サイトの運営を主た

る目的として、株式会社予約ネットを設立。
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平成17年10月 株式会社プロトクリエイティブと株式会社プロトール（存続会社）が合併し、株式会社プロ

トールの商号を株式会社プロトリンク（現株式会社プロトコーポレーション）に変更。

平成18年８月 CtoB中古車買取サービス「Goo-net買取オークション」を開始。

平成18年12月 当社グループ機能の再構築ならびに経営の効率化を推し進め、当社グループ全体の競争力向

上を図ることを目的に、株式会社予約ネットと株式会社プロトリンク（存続会社、現株式会

社プロトコーポレーション）が合併。

平成19年４月 消費者メリットを追求した様々なコンテンツサービスの開発・提供を迅速に展開すると同時

に、更なるコストダウンを図ることを目的として、株式会社プロトデータセンター（現株式

会社プロトソリューション）を設立。

平成20年３月 当社グループ全体の経営資源の集中と競争力向上を図ることを目的に、株式会社エムペック

と当社（存続会社）が合併。

平成20年６月 当社グループ全体の経営資源の集中と競争力向上を図ることを目的に、株式会社プロトリン

クと当社（存続会社）が合併。

平成20年９月 中古車売買に係る仲介サービスを提供することを目的として、宝路多（上海）旧機動車経紀

有限公司を設立。

平成21年１月 国内中古車販売店の販路拡大ならびに海外ユーザーを対象とした情報サービスの拡充を図る

ことを目的として、株式会社グーオート（現株式会社キングスオート）を設立。

平成21年10月 自動車メンテナンスに関する情報・サービスをグループ内で幅広く展開することによって、

自動車業界における顧客層の拡大を図ることを目的として、株式会社システムワン（現株式

会社プロトリオス）の株式を取得し、子会社化。

平成21年10月 医療・介護業界における人材紹介サービスの拡充を目的として、株式会社Medical CUBIC

（現株式会社プロトメディカルケア）の株式を取得し、子会社化。

平成22年４月 中古バイクの物件情報において多くのコンテンツを確保するとともに、バイクパーツ・バイ

ク用品のEC販売の強化、バイク専門誌・専門サイトを通じたコンテンツならびにメディアの

強化によるユーザー接点の強化ならびに顧客層の拡大を推進することを目的として、株式会

社バイクブロスの株式を取得し、子会社化。

平成23年３月 IT関連事業の強化・拡充において、想定したシナジーを十分に発揮するには至らなかったこ

とから、当社が保有する株式会社マーズフラッグの株式の全てを譲渡。

平成23年３月 中国事業における経営資源の集中と効率化を図るため、宝路多（上海）旧機動車経紀有限公

司を解散。

平成23年９月 ASEAN市場における事業基盤を確保するとともに、クルマ・ポータルサイト「グーネット」

で培ってきたIT事業のノウハウを活用することにより、主力事業である自動車関連情報事業

の更なる成長を図ることを目的として、MTM Multimedia Sdn. Bhd.（現PROTO MALAYSIA

Sdn. Bhd.）の株式を取得し、子会社化。

平成23年12月 東アジア地域において当社グループのノウハウを活かした事業展開を図ることを目的とし

て、台湾寶路多股份有限公司を設立。
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平成24年１月 自動車整備、修理・鈑金・塗装といったカーアフターマーケットにおける事業規模の拡大

をより一層推進していくにあたり、グループ内経営資源の集中と効率化を目的として、株

式会社システムワンと株式会社リペアテック（存続会社）が合併し、商号を株式会社プロ

トリオスに変更。

平成24年２月 「Goo認定」（現「Goo鑑定」）サービスの更なる強化を図っていくことを目的として、株

式会社カークレドを設立。

平成24年４月 中古車輸出支援サービスを通じた中古車販売店の更なる販路拡大を目的として、株式会社

キングスオートの株式を取得し、子会社化。

平成24年５月 海外における事業展開をより迅速かつ強力に推進していくことを目的として、シンガポー

ル共和国においてPROTO SINGAPORE Pte. Ltd.を設立。

平成24年６月 中国市場における自動車に関する広告ビジネスについて、確固たる事業基盤を確立するに

は至らなかったため、宝路多（上海）広告有限公司を解散。

平成24年７月 グループ内の経営資源の集中と効率化を目的として、株式会社グーオートと株式会社キン

グスオート（存続会社）が合併。

平成24年12月 自動車関連情報事業のグローバル展開ならびにインターネット関連事業の更なる強化を

図っていくことを目的として、インドネシア共和国においてPT. PROTO INDONESIAを設立。

平成25年１月 台湾寶路多股份有限公司において、新車情報誌「一手車訊」、中古車情報誌「2手車訊」、

自動車総合情報サイト「車訊網」等の自動車情報メディア事業を譲り受け。

平成25年４月 自動車関連情報事業の更なる成長を図ることを目的として、株式会社オートウェイの株式

を取得し、子会社化。

平成26年５月 シンガポール共和国において、アジアにおける中核子会社としての確固たる事業基盤を確

立するには至らなかったため、PROTO SINGAPORE Pte. Ltd.を解散。

平成27年４月 自動車関連情報事業の更なる成長を図ることを目的として、株式会社タイヤワールド館ベ

ストの株式を取得し、子会社化。

平成28年10月 グループ内経営資源の集中と効率化を目的として、株式会社アイソリューションズと株式

会社プロトデータセンター（存続会社）が合併し、商号を株式会社プロトソリューション

に変更。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社及び連結子会社14社により構成されております。主な事業といたしましては、自動車ならび

に生活に関連する情報を収集・整理・分類し、有用な情報コンテンツに加工した上で、当社グループのメディアを通

じて消費者ならびに法人企業の皆様に提供するとともに、法人企業の事業運営を支援する関連サービスの提供を行っ

ております。

当社グループの事業内容と、各関連会社の当該事業に係る位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりであり

ます。なお、以下に示す区分は、セグメントと同一の区分であります。

(1) 自動車関連情報

自動車ディーラー、中古車販売店、パーツ販売店等では販売機会の拡大を図るため、様々なメディアを通じて広

告宣伝活動を行っております。一方、中古車、パーツ等を購入する消費者は、こうした販売店から配信される情報

をもとに希望する商品を見つけ出し、購入に至ります。

当社は、自動車ディーラー、中古車販売店、パーツ販売店等の商品在庫データを広告出稿というかたちで収集し

ております。これらの在庫データを整理・分類してデータベース化し、最終的には当社のメディア（情報誌・PC・

スマホ）を通じて、消費者にとって有用な情報コンテンツとして提供しております。このように当社は、消費者・

販売店双方のニーズをマッチングさせることによって、消費者の購買活動をサポートするとともに、販売店の販売

機会の拡大に寄与しております。

また、中古車販売店をはじめとする法人企業向けサービスとして、全国のオート・オークション会場から収集し

た中古車落札価格情報をはじめ、落札価格情報をもとに当社が独自に商品化した中古車基準価格情報等、中古車流

通において有用な情報の提供を行っております。更に、中古車の車両状態の情報を消費者に開示する「ID車両

（Goo鑑定車＋メーカー認定中古車）」サービスの提供により、中古車選びにおける安心・信頼を高めるための事

業支援サービスも行っております。

主な事業収入といたしましては、中古車販売店等が所有する商品在庫データを、当社のメディアに掲載する情報

登録・掲載料（広告収入）と、情報誌販売及び情報コンテンツや関連サービスを提供する情報提供料があります。

株式会社プロトリオスにつきましては、自動車の修理や部品に関する情報の提供、ならびに鈑金・修理関連の業

務支援ソフトウエアの開発及び販売を行っております。

株式会社プロトソリューションにつきましては、沖縄県においてクルマ情報誌「Goo」、バイク情報誌

「GooBike」の発行を行うとともに、当社メディアに掲載する情報のデータ入力業務、デザイン制作業務、Webソ

リューション業務、カスタマーサポート業務、グループ内におけるソフトウエアの開発等を行っております。

株式会社バイクブロスにつきましては、バイクパーツ・バイク用品のECサイト「BikeBros.」の運営、バイク専

門誌「ROAD RIDER」等の発行を行っております。

PROTO MALAYSIA Sdn. Bhd.につきましては、マレーシアにおいて中古車情報誌「Motor Trader」、バイク情報誌

「Bike Trader」の発行ならびに同関連Webサイトの運営を行っております。

台湾寶路多股份有限公司につきましては、新車情報誌「一手車訊」、中古車情報誌「2手車訊」、自動車総合情

報サイト「車訊網」等の自動車情報メディア事業を行っております。

株式会社カークレドにつきましては、ユーザーに対し中古車選びにおける安心・信頼を提供するため、販売店が

保有する中古車の検査・鑑定業務を行っております。
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株式会社キングスオートにつきましては、オークション会場から仕入れた車両を海外へ輸出するとともに、海外

ユーザー向け当社メディア「Goo-net Exchange」を通じて、国内中古車販売店の中古車輸出支援業務を行っており

ます。

株式会社オートウェイにつきましては、タイヤ・ホイール通販サイト「AUTOWAY LOOP」ならびに店舗において輸

入タイヤ及びホイールの販売を行っております。

株式会社タイヤワールド館ベストにつきましては、東北地方を中心に、主に店舗において国産タイヤ・ホイール

の販売を行っております。

 
(2) 生活関連情報

当社は、カルチャー情報事業及びリユース情報事業の生活関連情報の提供を行っております。カルチャー情報事

業につきましては、資格・スキル・趣味・学校といったレッスン情報を提供することで、資格・学び市場の拡大に

寄与しております。リユース情報事業につきましては、リサイクルショップ等の情報提供に加え、サイト上で買取

査定、買取依頼ができるサービスの提供を通じて、リサイクル市場の活性化に寄与しております。これらの情報

は、自動車関連情報と同様、容易に比較・検討できるように整理・分類し、PC・スマホ等を通じて、消費者に提供

されております。

主な事業収入といたしましては、自動車関連情報と同様、広告出稿クライアントからの情報登録・掲載料（広告

収入）となっております。

株式会社プロトソリューションにつきましては、不動産情報誌「GooHome」を発行し、沖縄県の賃貸・売買物件

の情報提供を行うとともに、当社メディアに掲載する情報のデータ入力業務、デザイン制作業務、Webソリュー

ション業務ならびにカスタマーサポート業務を行っております。

株式会社プロトメディカルケアにつきましては、介護ポータルサイトの運営、介護保険のガイドブックの発行、

医療・介護・福祉の求人情報の提供、同業界向け人材派遣・人材紹介サービス、福祉用品のレンタル及びEC販売を

行っております。

 
(3) 不動産

当社及び株式会社プロトリオスが自社所有の資産に対し、保全管理を主たる目的として不動産管理事業を行って

おります。

 
(4) その他

株式会社プロトソリューションにつきましては、BPO（ビジネスプロセスアウトソーシング）事業としてデータ

入力業務、デザイン制作業務、Webソリューション業務ならびにテレマーケティング業務に関するサービスの提

供、外部顧客に対してソフトウエアの開発・販売を行っております。

株式会社オートウェイにつきましては、売電事業を行っております。

以上の当社グループにつきまして、事業体系を図示いたしますと、次のとおりとなります。
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自動車関連情報　主な商品ラインアップ
※1　クルマ情報誌「Goo」、輸入車情報誌「GooWORLD」、バイク情報誌「GooBike」

クルマパーツ情報誌「GooParts」、クルマ・ポータルサイト「グーネット」、カーメンテナンス専用サイト
「GooPit」、「週刊オークション情報」、中古車データ検索システム「データライン」など

※2　クルマ情報誌「Goo」、バイク情報誌「GooBike」
※3　バイク専門誌「ROAD RIDER」、バイク専門ポータルサイト「BikeBros.」　など
※4　中古車情報誌「Motor Trader」、バイク情報誌「Bike Trader」　など
※5　新車情報誌「一手車訊」、中古車情報誌「2手車訊」　など
※6　自動車整備業鈑金統合システム「ラクロス」、「月刊ボデーショップレポート」　など

生活関連情報　主な商品ラインアップ
※7　趣味・資格の情報検索サイト「グースクール」、買取価格比較検索サイト「おいくら」　など
※8　介護の総合検索サイト「オアシスナビ×ハートページ」、医療・介護・福祉の求人転職サイト「介護求人ナビ」

介護保険のガイドブック「ハートページ」、看護師専門の転職支援サービス「Medical Cubic」、福祉用具貸与・
販売　など

※9　不動産情報誌「GooHome」、不動産情報サイト「GooHome」
 
(注) １　事業体系図内における「鑑定書発行」につきましては、特定非営利活動法人日本自動車鑑定協会に加盟する

株式会社カークレド他の検査会社が、同協会の検査基準に基づいて中古車の車両状態を検査し、当該結果を

基に同協会が鑑定書を発行しております。

２　当社及びプロトリオスは、上記以外に不動産管理事業も行っております。

３　株式会社オートウェイは上記以外に売電事業も行っております。

４　上記のほか、株式会社プロトソリューションはグループ内外におけるソフトウエアの開発・販売等を行って

おります。

５　上記のほか、PT. PROTO INDONESIAは清算手続中であります。
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４ 【関係会社の状況】

 

名称 住所
資本金

(千円)

主要な事業

の内容

議決権の

所有(被所有)割合
関係内容

所有割合

(％)

被所有割合

(％)

(連結子会社)       

株式会社プロトリオス 大阪市中央区 60,000 自動車関連情報 100.00 ―
カタログデータ作成業務の委託

役員の兼任２名

株式会社プロトソリュー

ション

（注）２、７

沖縄県宜野湾市 490,000

自動車関連情報

生活関連情報

その他

100.00 ―

データエントリー業務・デザイン制

作業務・Webソリューション業務・

カスタマーサポート業務の委託

役員の兼任３名

株式会社プロトメディカル

ケア

（注）２

東京都千代田区 498,400 生活関連情報 100.00 ― 役員の兼任３名

株式会社バイクブロス

（注）２
東京都千代田区 386,160 自動車関連情報 100.00 ― 役員の兼任２名

PROTO MALAYSIA Sdn. Bhd.
マレーシア

クアラルンプール

RM

500,000
自動車関連情報 100.00 ― 役員の兼任２名

台湾寶路多股份有限公司

（注）２
台湾台北市

千NT$

263,000
自動車関連情報 100.00 ― 役員の兼任２名

株式会社カークレド

（注）２
東京都文京区 490,000 自動車関連情報 100.00 ―

中古車の鑑定業務の委託

役員の兼任４名

株式会社キングスオート 浜松市東区 88,000 自動車関連情報 100.00 ― 役員の兼任２名

PT. PROTO INDONESIA

（注）３、６

インドネシア共和国

ジャカルタ

千IDR

18,000,000
自動車関連情報

100.00

(25.00)
― ―

株式会社オートウェイ

（注）２、５
福岡県京都郡苅田町 499,000

自動車関連情報

その他
100.00 ― 役員の兼任３名

株式会社タイヤワールド館

ベスト
仙台市宮城野区 30,000 自動車関連情報 100.00 ― 役員の兼任３名

 

(注) １　主要な事業の内容には、報告セグメントの名称を記載しております。

２　特定子会社であります。

３　議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。

４　上記以外に株式会社カークレドの連結子会社が１社、株式会社プロトメディカルケアの連結子会社が２社あ

ります。

５　株式会社オートウェイにつきましては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占

める割合が10％を超えております。

　　主要な損益情報等　(1)売上高      10,733,807千円

　　　　　　　　　　　(2)経常利益       756,746千円

　　　　　　　　　　　(3)当期純利益     504,773千円

　　　　　　　　　　　(4)純資産額     2,462,352千円

　　　　　　　　　　　(5)総資産額     7,876,594千円

６　PT. PROTO INDONESIAは清算手続き中であります。

７　株式会社プロトデータセンターは平成28年10月１日付で、株式会社アイソリューションズを吸収合併し、同

日付で株式会社プロトソリューションに商号変更しております。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成29年３月31日現在

報告セグメントの名称 従業員数(名)

自動車関連情報 1,232（448）

生活関連情報 188（ 50）

不動産 1（ 2）

その他 97（165）

全社(共通) 65（ 25）

合計 1,583（690）
 

(注) １　従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は(　)内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　全社(共通)として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

　

(2) 提出会社の状況

平成29年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

633（ 85） 35.5 8.7 5,882
 

 

報告セグメントの名称 従業員数(名)

自動車関連情報 553（ 58）

生活関連情報 12（ 0）

不動産 1（ 2）

その他 2（ 0）

全社(共通) 65（ 25）

合計 633（ 85）
 

(注) １　従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は(　)内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　全社(共通)として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

　

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用情勢に緩やかな回復基調が見られるものの、中国・新興

国経済の減速、米国の新政権移行や英国のEU離脱通知等による海外政治情勢への懸念などから、依然として先行き

不透明な状況が続いております。

こうした経済環境の中、当社グループの主要顧客である自動車販売業界におきましては、軽自動車の燃費不正問

題等の影響があったものの、新車販売台数、中古車登録台数ともにほぼ前年並みの水準となりました。

このような状況の中、当社グループにおきましては、ユーザー視点に立ったプライベートブランド商品・サービ

スの開発・提供を強化するとともに、積極的な事業投資により、自動車関連情報分野におけるNo.１ポジションの

確立に取り組んでまいりました。また、有力サイトとのアライアンス強化を通じてユーザー接点の拡大を図るとと

もに、新車領域の強化を推し進めてまいりました。

以上のことから、当連結会計年度の売上高は、56,717,929千円（対前年同期比4.5％増）となりました。営業利

益につきましては、事業拡大による人件費の増加、「グーネット」、「ID車両（Goo鑑定車+メーカー認定中古

車）」等に係るプロモーション強化を図ったことなどから、2,795,786千円（対前年同期比31.3％減）となり、経

常利益につきましては、2,883,126千円（対前年同期比31.2％減）となりました。親会社株主に帰属する当期純利

益につきましては、1,506,675千円（前年同期実績は390,405千円の親会社株主に帰属する当期純損失）となりまし

た。

なお、事業のセグメント別の業績につきましては、次のとおりであります。

　

(2) 報告セグメント別の概況

①自動車関連情報

当社グループを取り巻く外部環境が厳しい状況で推移する中、中古車販売店の総合的な経営支援を事業方針に

掲げ、取引社数の拡大ならびに顧客当たりの取引単価の維持・拡大に努めるとともに、カーライフにおけるユー

ザーニーズを網羅したサービスの強化に取り組んでまいりました。

当連結会計年度におきましては、引き続き、「グーネット」のバックグラウンドシステムである「MOTOR

GATE」の提供を通じて、中古車販売店の総合的な経営支援を推し進めてまいりました。

クルマ情報誌「Goo」につきましては、平成28年９月より「Goo首都圏版」、「Goo東海版」、「Goo関西版」に

おいて刊行サイクルの変更を実施し、コスト構造の抜本的な見直しを進めるとともに、情報誌とウェブサイトの

役割の最適化を図ってまいりました。

中古車の車両状態情報の開示サービスにつきましては、平成28年８月にリリースした「ID車両」のスタンダー

ド化を推進することで、中古車選びの不安を軽減したいというユーザーニーズへの対応を強化するとともに、競

合との差別化を図ってまいりました。

整備市場におけるサービスにつきましては、大手ECサイトにおいて「GooPit」掲載工場でのタイヤ取付サービ

スチケットの提供を始めるとともに、「Goo車検」と有力サイトとのアライアンス強化を通じて、整備工場への

集客支援を進めてまいりました。

タイヤ・ホイール等の販売につきましては、主要取扱ブランドの販売強化ならびにタイヤ・ホイールのセット

販売の強化に取り組むとともに、当社の「グーネット」、「GooPit」、「MOTOR GATEショッピング」等とのシナ

ジーを追求することで販売機会の拡大に努めてまいりました。

一方、自動車関連情報分野のグローバル展開においては、マレーシア、台湾における中古車市場の停滞及び競

合環境の激化等により、引き続き、厳しい状況で推移しております。以上のことから、売上高は51,025,558千円
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（対前年同期比3.1％増）となりました。営業利益につきましては、「グーネット」、「ID車両」等に係るプロ

モーションの強化を図ったことなどから、3,939,136千円（対前年同期比25.4％減）となりました。

　

②生活関連情報

株式会社プロトメディカルケアが手掛ける医療・介護・福祉関連事業につきましては、同社の子会社である株

式会社丸冨士及び株式会社シルバーはあとの事業効率の改善を図るとともに、積極的なM&A及びエリア展開によ

り、コンテンツ・サービスの拡充、事業領域内でのシナジーの追求に取り組んでまいりました。

当社が手掛けるカルチャー情報事業及びリユース情報事業につきましては、組織体制の見直しによる収益性の

改善に取り組むとともに、リユース情報事業において、リユースショップ向けの経営支援システム

「ReuseGATE」をリリースすることで、総合的な経営支援サービスの提供を推し進めてまいりました。

また、株式会社プロトソリューションが手掛ける不動産情報誌「GooHome」につきましては、引き続き、取引

社数の拡大及び掲載物件の拡充を図ってまいりました。

以上のことから、売上高は4,236,350千円（対前年同期比22.2％増）となりました。増収となった主な要因

は、株式会社丸冨士、株式会社シルバーはあとの福祉用具のレンタルサービス事業が寄与したことなどによるも

のであります。営業利益につきましては、医療・介護・福祉関連事業が増益に寄与したこと、カルチャー情報事

業、リユース情報事業、GooHome事業における収益性の改善などから、478,664千円（対前年同期比55.9％増）と

なりました。

　

③不動産

当社及び株式会社プロトリオスが自社物件の賃貸管理を中心に行い、売上高は187,384千円（対前年同期比

15.5％増）、営業利益は147,238千円（対前年同期比34.8％増）となりました。

　

④その他

株式会社プロトソリューションのBPO事業、ソフトウエア開発・販売事業が寄与したことから、売上高は

1,268,635千円（対前年同期比7.3％増）となりました。営業利益につきましては、136,016千円の営業損失（前

年同期実績は66,904千円の営業損失）となりました。

EDINET提出書類

株式会社プロトコーポレーション(E05210)

有価証券報告書

 14/106



 

(3) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物につきましては、前連結会計年度末と比較して1,096,075千円増加

し、12,383,075千円となりました。現金及び現金同等物が増加した主な要因につきましては、次のとおりでありま

す。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、法人税等の支払が1,479,311千円、たな卸資産の増加が532,852千円発

生した一方、税金等調整前当期純利益2,785,779千円、支出を伴わない減価償却費、のれん償却額及び減損損失

の合計が1,785,899千円、未払費用の増加が336,405千円となったことなどから、3,179,799千円の収入となりま

した。

　

②投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは、長期預金の払戻による収入が600,000千円発生した一方、固定資産の

取得による支出が1,221,790千円、投資有価証券の取得による支出が499,999千円発生したことなどから、

1,197,443千円の支出となりました。

　

③財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは、セール・アンド・リースバックによる収入が176,580千円発生した一

方、当社において配当金の支払が905,517千円、自己株式の取得による支出が198,593千円発生したことなどか

ら、886,134千円の支出となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度の生産実績を報告セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

報告セグメントの名称 当連結会計年度(千円) 前年同期比(％)

自動車関連情報  6,946,968 111.6

生活関連情報  181,001 99.7

その他  6,914 162.2

合計  7,134,883 111.3
 

(注) １　セグメント間取引につきましては、相殺消去しております。

２　金額には、消費税等は含まれておりません。

３ 生産実績につきましては、自動車関連情報、生活関連情報、その他における外注費を表示しております。　

不動産につきましては、生産実績がありませんので、記載しておりません。

　

(2) 受注実績

受注後売上計上までの期間が概ね１ヶ月以内であるため、記載を省略しております。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度の販売実績を報告セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

報告セグメントの名称 当連結会計年度(千円) 前年同期比(％)

自動車関連情報  51,025,558 103.1

　　広告関連  21,231,964 101.1

　　情報・サービス  4,893,693 96.2

　　物品販売  24,899,900 106.4

生活関連情報  4,236,350 122.2

不動産  187,384 115.5

その他  1,268,635 107.3

合計  56,717,929 104.5
 

(注) １　セグメント間取引につきましては、相殺消去しております。

２　金額には、消費税等は含まれておりません。

３ 自動車関連情報の広告関連につきましては、主に情報誌への広告掲載料であります。また、情報・サービス

につきましては、主に法人向けデータ提供料であります。物品販売につきましては、主に中古車輸出、タイ

ヤ・ホイール等の販売に係る売上が含まれております。
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３ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において,当社グループが判断したものであります。

 
(1) 会社の経営の基本方針

当社は、『物を売る事より 知恵、情報を通じて 人・企業と効果的な結び付きをし 社会に貢献する』という経

営理念のもと、企業経営を進めております。当社の基本的な考え方は、人・企業とは世の中にあって、また、その

業界にあって真に必要とされることに価値を見出すということであります。世の中に人や物が溢れている中から、

真に必要とされるためには、「情報」と「知力」を武器として、多少のリスクがあっても旺盛なチャレンジ精神と

スピーディーな行動力で次代を切り開き、大きく成長することに喜びを感じることが必要であると考えておりま

す。

また、企業目標とする「ワンダフルカンパニー」の実現に向けて、「企業・商品ブランドの確立」を図り、有益

な情報とサービスの提供を通じてユーザー・クライアントの満足を獲得することにより、中長期的な成長による企

業価値の向上に努めてまいります。更に、コーポレート・ガバナンス強化への取り組みを通じて、社会から信頼を

得られる透明性の高い健全な経営体制の確立に努めてまいります。

　

(2) 目標とする経営指標

当社グループでは、持続的な企業価値向上を目指すにあたり、事業規模拡大に向けた売上高・営業利益の成長性

とともに、ROE（自己資本利益率）を重要な経営指標と位置付け、「中期経営計画（2017年３月期～2019年３月

期）」の最終年度においては、ROE15％以上の達成を目標としております。

定量目標達成時の参考値：最終年度　連結売上高　　  767億円

最終年度　連結営業利益　　 68億円

最終年度　ROE             15%以上

　

(3) 中長期的な会社の経営戦略

自動車流通市場は、近年カーユーザーのニーズやライフスタイルの多様化、中古車販売店、整備工場、新車

ディーラー、カー用品店等の事業領域間における相互参入、情報技術の進化に伴う大手ＩＴ企業による自動車関連

産業への参入など、外部環境が大きく変化しております。

当社グループはこのような変化に対応するため、「中期経営計画（2017年３月期～2019年３月期）」において次

の重点課題を掲げ、中長期的な企業価値の向上を図ってまいります。

（自動車関連情報）

①カーライフのトータルサポート体制の構築

②ID車両のスタンダード化

③コスト構造改革

④グループシナジーの具現化

⑤海外への事業展開

⑥M&A・アライアンスの推進

（生活関連情報）

①医療・介護・福祉分野の事業規模拡大

なお、上記の重点課題の詳細につきましては、「（4）会社の対処すべき課題」に記載しております。
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(4) 会社の対処すべき課題

当社グループは、対処すべき課題として、「中期経営計画（2017年３月期～2019年３月期）」において、次の７

点を重点課題に掲げております。

（自動車関連情報）

①カーライフのトータルサポート体制の構築

当社は、「グーネット」の運営を通じて、中古車検索市場における高いシェアを獲得しております。しかしな

がら、ユーザーの買い替えサイクルは長期化する傾向にあり、車両の平均使用年数・平均車齢についても長期化

しております。このため、中古車を「探す・買う」の領域だけでなく、「乗る」「買い替える」の領域において

も、ユーザーとの接点を拡大し、カーライフをトータルサポートできる体制の構築を推進いたします。具体的に

は、カーユーザーが安心して中古車を購入できる環境を整備するため、当社の強みである車両状態情報の開示

サービス「ID車両」のスタンダード化を通じて、「探す・買う」領域における競合との差別化を図るとともに、

「乗る」「買い替える」領域においても「GooPit」、「Goo買取」のサービスを提供することにより、ユーザー

接点の拡大を図ってまいります。また、新車ユーザーに対しては、新車ディーラーにおける営業支援ツール

「DataLine SalesGuide」の提供を通じて、ユーザーが適切な買い替えを検討できるサービスを提供してまいり

ます。

このようなカーライフにおけるユーザーニーズを網羅したサービスを提供するとともに、中古車販売店、整備

工場、新車ディーラーとの取引シェアの向上を通じて、カーライフのトータルサポート体制の構築に取り組んで

まいります。

②ID車両のスタンダード化

当社は、カーユーザーが安心して中古車を購入できる環境を整備するため、車両状態情報の開示サービス「ID

車両」のスタンダード化を推進しております。車両状態情報の開示サービスについては、平成20年の「Goo鑑

定」の全国展開開始以降、平成24年２月に検査子会社「株式会社カークレド」を設立するなど、車両検査サービ

スの精度向上・事業規模拡大に取り組んでまいりました。また、平成28年８月より「ID車両」をリリースし、車

両状態情報の開示を推進し、競合との差別化を図ってまいりました。

今後においては、「ID車両」のユーザー認知度の更なる向上を図るとともに、車両検査体制の拡充を図り、中

古車購入時における「ID車両」のスタンダード化を推進してまいります。

③コスト構造改革

株式会社プロトコーポレーションの主力事業であるGooシリーズにおいて、紙媒体の位置付けを見直し、刊行

変更を含めた抜本的なコスト構造の見直しを行ってまいります。また、同事業における営業体制についても、効

率的な営業体制を構築し、生産性の向上を図ってまいります。更に、グループ会社におきましても、各社の保有

する販売・物流・購買機能の見直しなどを通じて、機能の統廃合・共有化を視野に入れたコスト構造の最適化を

図り、利益率の向上を図ってまいります。

④グループシナジーの具現化

国内においては株式会社プロトコーポレーションを軸として中古車販売店、整備工場、新車ディーラーとの取

引社数の拡大を進めてまいりました。今後においては、この顧客基盤に対して、グループ各社が保有する経営資

源（タイヤ・ホイール・整備鈑金工場向けソフトウエア等）の提供を通じて、持続的な売上高・営業利益の成長

を図ってまいります。

⑤海外への事業展開

海外への事業展開については、まずは、マレーシア・台湾において、車両状態情報の開示サービス

「GooKANTEI（鑑定）」を軸とした事業展開を図り、業績の回復を最優先事項として取り組んでまいります。

⑥M&A・アライアンスの推進
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「コンテンツの拡充」と「サービスの拡充」を推進していくにあたり、グループ各社が保有する経営資源を有

効活用するとともに、グループ内に無いコンテンツ、サービスにつきましては、積極的にM&A・アライアンスに

より対応を図ることで、事業の成長スピードを加速させてまいります。

（生活関連情報）

①医療・介護・福祉分野の事業規模拡大

生活関連情報分野においては、成長市場である医療・介護・福祉領域を重点領域と位置付け、自動車関連情報

事業のノウハウを活用したメディア事業の成長を図るとともに、福祉用具レンタルサービス事業のエリア拡大を

推進し、持続的な売上高・営業利益の成長を図ってまいります。

 
４ 【事業等のリスク】

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項につきましては、以下のようなものがあります。

　当社グループといたしましては、以下の記載事項が必ずしも事業上のリスクとは考えておりませんが、投資判断の

上で、あるいは当社グループの事業活動についてご理解を頂く上で重要と考えられる事項につきましては、投資家に

対する情報開示の観点から積極的に開示しております。当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上

で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針であります。

なお、文中における将来に関する事項につきましては、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断した

ものであります。

　

(1) 自動車関連情報への依存について

当社グループにつきましては、当社及び連結子会社14社により構成されており、主に新車、中古車、パーツ用品

などクルマ・バイクに関わる情報サービスの提供を行うとともに、医療・介護・福祉関連情報、カルチャー情報、

リユース情報、生活に関わる情報サービスの提供を行っております。

平成29年３月期における自動車関連情報の連結売上高につきましては、グループ売上高全体の90.0％を占めてお

り、現状におきましては、当社グループの収益は自動車関連情報に大きく依存していることとなります。従って、

自動車関連業界における市場環境の変化や他社との競合激化等により、自動車関連情報の業績が大幅に変動した場

合、当社グループ全体の業績に影響を及ぼす可能性があります。

このため、生活関連情報におきまして、医療・介護・福祉関連の領域において更なる事業拡大を図ることで、自

動車関連情報に依存しない事業展開を推し進めてまいります。
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(2) 印刷用紙の市況変動について

当社グループの主要商品であるクルマ情報誌「Goo」をはじめ、各媒体の印刷・製本には、印刷用紙が必要と

なってまいります。印刷用紙の仕入価格につきましては、市況価格等を鑑みながら取引先との価格交渉に当たって

おりますが、今後、印刷用紙の市況が大幅に高騰した場合におきましては、印刷コストが上昇する可能性もありま

す。しかしながら、インターネットの普及に伴い、当社グループの情報発信メディアにつきましても、情報誌を中

心としたものからインターネット・モバイルメディアを中心としたものへとシフトさせていくことにより、リスク

の低減を図っていく方針であります。

なお、公表されている印刷用紙（Ａ２コート紙）の相場につきましては、下記のとおりであります。

Ａ２コート紙　相場（代理店卸価格　（円／kg））

 平成28年３月 平成28年６月 平成28年９月 平成28年12月 平成29年３月

価　格 118～137 118～137 116～135 116～135 116～135
 

出典：日経市況

 

(3) 特定外注先への依存について

当社グループの主要商品であるクルマ情報誌「Goo」をはじめ、主要媒体の印刷につきましては共立印刷株式会

社に委託しております。同社を選定した理由といたしましては、安定供給の体制が整備されていること、納期面で

の信頼性が高いこと、当社グループの技術的ニーズに適宜対応していること等があげられます。

　なお、同社からの媒体供給体制ならびに取引状況は安定しておりますが、何らかの理由により同社との取引に影

響が出た場合、媒体供給に支障が生じる可能性もあります。このため、印刷全般のリスクの分散を図ることを目的

として、他社への印刷委託も実施しております。

　

(4) 特定仕入先への依存について

当社グループの主要商品であるクルマ情報誌「Goo」をはじめ、主要媒体の印刷用紙につきましては、東京紙パ

ルプ交易株式会社より調達しております。同社を選定した理由といたしましては、継続的かつ安定的な用紙供給体

制が整備されていること、当社グループのニーズへの適宜対応がなされていることなどがあげられ、更に調達先を

１社に集約することで仕入コストの削減を図っております。

なお、同社からの用紙供給体制ならびに取引状況は安定しておりますが、何らかの理由により用紙調達に支障が

生じた場合、用紙の仕入先を変更・分散することとなる結果、これまでと同等水準の仕入コストの削減効果が期待

できなくなる可能性があります。

　

(5) コンテンツに対する法的規制について

インターネット上のコンテンツにつきましては、プライバシーの保護、公序良俗ならびに知的財産権を犯すコン

テンツ等、様々なコンテンツが登場してきております。これら現状の諸問題に対し、今後何らかの法的規制が加え

られる可能性があります。

　当社グループにおきましては、これらインターネット上のコンテンツに関する問題は、これまで発生しておら

ず、社会に必要とされる有益な情報コンテンツを提供していくことで、消費者ニーズに対応しております。従いま

して、想定されるインターネット上の法的規制に対しましては、影響を受けないものと考えております。しかしな

がら、法的規制の内容及び範囲が明確に公表されていない現段階におきまして、当社グループにおける明確な影響

を予測することは困難であります。
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(6) システムセキュリティ及びシステム・ネットワークダウンによるリスクについて

当社グループは、各種サービスを行うためにインターネットを利用したコンピュータシステムを構築し、適宜新

しいシステム、セキュリティ関連技術を取り入れながら、継続的な設備投資ならびに保守管理を行っております。

しかしながら、ハードウエア又はソフトウエアの不具合、アクセスの急激な増加、人的ミス、ネットワーク回線の

トラブル、コンピュータウィルス、停電、自然災害、その他の予測困難な要因によって当社グループのシステムに

被害又は途絶が生じた場合、当社グループの業績に重要な影響を与える可能性があります。

　

(7) 個人情報の保護について

昨今、多くの企業による個人情報の流出が社会的な問題となっておりますが、当社グループにおきましては、平

成17年４月より施行された「個人情報保護法」の趣旨に沿った対応を図るよう、代表取締役社長による個人情報保

護方針のもと、「個人情報保護規程」を制定し、個人情報の適切な保護に努めております。

　しかしながら、当社保有の個人情報の外部流出、不正使用等が発生した場合には、当社グループへの損害賠償請

求や社会的信用の失墜等によって、業績に影響を及ぼす可能性も考えられます。

　

(8) コンテンツの内容に対する企業責任について

当社グループでは、各種メディアを通じて情報サービスの提供を行っておりますので、社会に与える影響につき

ましては、他のマスコミと同様であると考えております。従いまして、当社グループが提供する情報コンテンツに

万一誤った記載があった場合、特定個人及び法人に対し、有形・無形の損害を与え、損害賠償訴訟等が発生する場

合も想定されます。

　当社グループといたしましては、複数のチェック機能を設け、厳重に情報コンテンツの管理を施すよう対処して

おりますが、万一の場合、社会的信用の失墜ならびに業績に影響を及ぼす可能性も考えられます。

　

(9) 中古車輸出事業におけるリスクについて

当社グループでは、株式会社キングスオートにおいて中古車輸出事業を行っており、当社の主要顧客である中古

車販売店又はオークション会場より、それぞれ仕入れた中古車を主にアジア諸国へ輸出しております。

　中古車輸出事業におきましては、輸出対象国の政府による関税政策の変更ならびに輸入規制の変更等や海上輸送

中の船舶・港湾施設の事故等予測困難な要因による損失が発生した場合には、当社グループの業績に影響を与える

可能性があります。

　

(10) Ｍ＆Ａに係るリスクについて

当社グループでは、主に自動車関連情報における事業領域の拡大ならびに商品・サービスの拡充を目的として、

Ｍ＆Ａを活用する方針であります。Ｍ＆Ａ実施前には、対象企業の財務内容や契約関係等に関するデューデリジェ

ンスにて把握したリスクの回避策ならびに投資回収可能性等を充分検討することにより、リスクの低減を図ってお

ります。

しかしながら、Ｍ＆Ａ実施後の事業環境・競合状況の急変、偶発債務の発生や未認識債務の判明等事前の調査で

把握できなかった問題の発生等により、当初期待していた投資効果が得られない場合、当社グループの財政状態及

び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

印刷用紙の売買契約

当社グループの主要商品であるクルマ情報誌「Goo」をはじめ、主要媒体における印刷用紙の調達につきまして

は、東京紙パルプ交易株式会社に依存しているため、同社より継続的かつ安定的な用紙提供を確保するための売買契

約を取り交わしております。

契約会社名 株式会社プロトコーポレーション

契約の名称 売買契約

契約年月日 平成28年９月30日

契約期間 平成28年10月１日より平成29年３月31日までの納入分

契約相手先 東京紙パルプ交易株式会社

契約の内容 当社グループにおける主要媒体の印刷用紙を継続的に提供する。
 

 
 平成28年９月30日締結の売買契約について、契約期間満了に伴い下記の売買契約を締結しております。

契約会社名 株式会社プロトコーポレーション

契約の名称 売買契約

契約年月日 平成29年３月31日

契約期間 平成29年４月１日より平成29年９月30日までの納入分

契約相手先 東京紙パルプ交易株式会社

契約の内容 当社グループにおける主要媒体の印刷用紙を継続的に提供する。
 

　

６ 【研究開発活動】

当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）の研究開発費は、56,518千円であります。

なお、当該研究開発費は、主に、「自動車関連情報」セグメントにおいて、株式会社プロトリオスの新製品の開発

等により発生したものであります。

　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において,当社グループが判断したものであります。

　

(1) 財政状態の分析

①流動資産

当連結会計年度末の流動資産は23,731,427千円となり、前連結会計年度末22,073,323千円に対して1,658,103

千円の増加となりました。主な要因につきましては、期末ならびに中間配当金を増額したことにより配当金の支

払が増加したものの、当該支出を上回る営業キャッシュ・フローを獲得したことにより現金及び預金が増加した

ほか、たな卸資産が増加したことなどによるものであります。

　

②固定資産

当連結会計年度末の固定資産は18,203,118千円となり、前連結会計年度末18,812,674千円に対して609,556千

円の減少となりました。主な要因につきましては、減価償却費、のれん償却額を計上したことなどによるもので

あります。
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③流動負債

当連結会計年度末の流動負債は12,627,564千円となり、前連結会計年度末11,805,276千円に対して822,288千

円の増加となりました。主な要因につきましては、１年内返済予定の長期借入金が減少した一方、短期借入金が

増加したこと、プロモーションの強化に伴い未払費用が増加したことなどによるものであります。

　

④固定負債

当連結会計年度末の固定負債は2,905,542千円となり、前連結会計年度末3,079,503千円に対して173,961千円

の減少となりました。主な要因につきましては、長期リース債務が増加したものの、長期借入金の返済などによ

るものであります。

　

⑤純資産

当連結会計年度末の純資産は26,401,438千円となり、前連結会計年度末26,001,217千円に対して400,220千円

の増加となりました。主な要因につきましては、剰余金の配当が905,545千円、自己株式の取得が198,593千円発

生したものの、親会社株主に帰属する当期純利益1,506,675千円の計上により利益剰余金が増加したことによる

ものであります。

　

(2) キャッシュ・フローの分析

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況につきましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　

（3）キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

　

(3) 経営成績の分析

①売上高

自動車関連情報につきましては、引き続き、「グーネット」のバックグラウンドシステムである「MOTOR

GATE」の提供を通じて、中古車販売店の総合的な経営支援を推し進めてまいりました。

クルマ情報誌「Goo」につきましては、平成28年９月より「Goo首都圏版」、「Goo東海版」、「Goo関西版」に

おいて刊行サイクルの変更を実施し、コスト構造の抜本的な見直しを進めるとともに、情報誌とウェブサイトの

役割の最適化を図ってまいりました。

中古車の車両状態情報の開示サービスにつきましては、平成28年８月にリリースした「ID車両」のスタンダー

ド化を推進することで、中古車選びの不安を軽減したいというユーザーニーズへの対応を強化するとともに、競

合との差別化を図ってまいりました。

整備市場におけるサービスにつきましては、大手ECサイトにおいて「GooPit」掲載工場でのタイヤ取付サービ

スチケットの提供を始めるとともに、「Goo車検」と有力サイトとのアライアンス強化を通じて、整備工場への

集客支援を進めてまいりました。

タイヤ・ホイール等の販売につきましては、主要取扱ブランドの販売強化ならびにタイヤ・ホイールのセット

販売の強化に取り組むとともに、当社の「グーネット」、「GooPit」、「MOTOR GATEショッピング」等とのシナ

ジーを追求することで販売機会の拡大に努めてまいりました。

一方、自動車関連情報分野のグローバル展開においては、マレーシア、台湾における中古車市場の停滞及び競

合環境の激化等により、引き続き、厳しい状況で推移しております。以上のことから、売上高は51,025,558千円

（対前年同期比3.1％増）となりました。

EDINET提出書類

株式会社プロトコーポレーション(E05210)

有価証券報告書

 23/106



 

生活関連情報につきましては、株式会社プロトメディカルケアが手掛ける医療・介護・福祉関連事業につきま

しては、同社の子会社である株式会社丸冨士及び株式会社シルバーはあとの事業効率の改善を図るとともに、積

極的なM&A及びエリア展開により、コンテンツ・サービスの拡充、事業領域内でのシナジーの追求に取り組んで

まいりました。

当社が手掛けるカルチャー情報事業及びリユース情報事業につきましては、組織体制の見直しによる収益性の

改善に取り組むとともに、リユース情報事業において、リユースショップ向けの経営支援システム

「ReuseGATE」をリリースすることで、総合的な経営支援サービスの提供を推し進めてまいりました。

また、株式会社プロトソリューションが手掛ける不動産情報誌「GooHome」につきましては、引き続き、取引

社数の拡大及び掲載物件の拡充を図ってまいりました。

以上のことから、売上高は4,236,350千円（対前年同期比22.2％増）となりました。増収となった主な要因

は、株式会社丸冨士、株式会社シルバーはあとの福祉用具のレンタルサービス事業が寄与したことなどによるも

のであります。

不動産につきましては、当社及び株式会社プロトリオスが自社物件の賃貸管理を中心に行い、売上高は

187,384千円（対前年同期比15.5％増）となりました。

その他につきましては、株式会社プロトソリューションのBPO事業、ソフトウエア開発・販売事業が寄与した

ことから、売上高は1,268,635千円（対前年同期比7.3％増）となりました。

　

②売上原価及び販売費及び一般管理費

売上原価につきましては、当連結会計年度34,908,255千円となり、前連結会計年度33,084,408千円に対して

1,823,846千円の増加となりました。また、売上高に対する売上原価の比率は0.6ポイント上昇し、61.5％となっ

ております。前年同期比における売上原価の増加は、商品仕入高及び外注費が増加したことによるものでありま

す。売上高に対する比率が上昇した主な要因につきましては、株式会社オートウェイにおいて円高等の影響によ

り原価率が下がった一方、株式会社キングスオートにおける中古車輸出事業等の原価率の高い売上高が増加した

ことによるものであります。

販売費及び一般管理費につきましては、当連結会計年度19,024,770千円となり、前連結会計年度17,157,710千

円に対して1,867,060千円の増加となっております。なお、売上高に対する販売費及び一般管理費の比率は1.9ポ

イント上昇し、33.5％となっております。前年同期比における販売費及び一般管理費の増加は、事業拡大に伴う

人件費の増加、「グーネット」、「ID車両」等のプロモーション費用に伴う広告宣伝費が増加したことなどによ

るものであります。

　

③営業利益

営業利益につきましては、当連結会計年度2,795,786千円となり、前連結会計年度4,071,759千円に対して

1,275,973千円の減少となりました。

自動車関連情報につきましては、「グーネット」、「ID車両」等に係るプロモーションの強化を図ったことな

どから、3,939,136千円（対前年同期比25.4％減）となりました。

生活関連情報につきましては、医療・介護・福祉関連事業が増益に寄与したこと、カルチャー情報事業、リ

ユース情報事業、GooHome事業における収益性の改善などから、478,664千円（対前年同期比55.9％増）となりま

した。

不動産につきましては、147,238千円（対前年同期比34.8％増）となりました。

その他につきましては、136,016千円の営業損失（前年同期実績は66,904千円の営業損失）となりました。

EDINET提出書類

株式会社プロトコーポレーション(E05210)

有価証券報告書

 24/106



 

④営業外収益及び営業外費用

営業外収益につきましては、当連結会計年度170,461千円となり、前連結会計年度202,711千円に対して32,249

千円の減少となりました。主な要因につきましては、受取利息及び雑収入が減少したことによるものでありま

す。

営業外費用につきましては、当連結会計年度83,121千円となり、前連結会計年度83,677千円に対して555千円

の減少となりました。主な要因につきましては、デリバティブ評価損が増加したものの、支払利息及び雑損失が

減少したことによるものであります。

　

⑤特別利益及び特別損失

特別利益につきましては、当連結会計年度1,764千円となり、前連結会計年度23,403千円に対して21,639千円

の減少となりました。主な要因につきましては、投資有価証券売却益及び事業譲渡益が発生しなかったこと、固

定資産売却益が減少したことによるものであります。

特別損失につきましては、当連結会計年度99,111千円となり、前連結会計年度2,644,789千円に対して

2,545,677千円の減少となりました。主な要因につきましては、固定資産除却損及び減損損失が減少したことに

よるものであります。

　

⑥法人税、住民税及び事業税

法人税、住民税及び事業税につきましては、当連結会計年度1,290,640千円となり、前連結会計年度1,637,713

千円に対して347,072千円の減少となりました。

　

⑦親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に帰属する当期純損失

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に帰属する当期純損失につきましては、当連結会計年度

1,506,675千円の親会社株主に帰属する当期純利益となり、前連結会計年度の親会社株主に帰属する当期純損失

390,405千円に対して1,897,080千円の増加となりました。

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額につきましては、当連結会計年度75円02銭となり、

前連結会計年度△19円28銭に対して94円30銭の増加となりました。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度における設備投資の総額は、1,319,183千円であります。その主なものといたしましては、自動車

関連情報において、株式会社オートウェイの新倉庫の建設による投資335,267千円、株式会社タイヤワールド館ベス

トの宇都宮店開設や半自動タイヤ組込み機の導入等による投資166,092千円、「MOTOR GATE」等の開発投資272,705千

円を実施したことによるものであります。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成29年３月31日現在

事業所名
(所在地)

報告セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
土地

(面積㎡)
その他 合計

本社
(名古屋市中区)

自動車関連情報
生活関連情報

不動産
全社的管理業務

本社施設 380,971
378,523
(666.37)

13,942 773,437 76

東京本社
(東京都文京区)

自動車関連情報
生活関連情報
全社的管理業務

本社施設 105,512
404,905
(261.09)

1,589 512,007 85

IT本部
(東京都文京区)

自動車関連情報
生活関連情報
全社的管理業務

本社施設 215,394 ― 1,510 216,904 64

仙台支社
(仙台市若林区)

自動車関連情報 支社施設 118,070
113,754
(412.41)

377 232,202 14

浜松支社
(浜松市東区)

自動車関連情報 支社施設 24,649
138,822
(819.00)

1,211 164,683 8

名古屋支社
(名古屋市名東区)

自動車関連情報 支社施設 86,620
108,781
(664.15)

228 195,629 34

大阪支社
(大阪府東大阪市)

自動車関連情報 支社施設 116,461
176,028
(293.00)

8,637 301,126 48

プロト大阪ビル
(大阪市西区)

(注)１
不動産 事業用賃貸 204,252

143,345
(385.84)

108 347,706 ―

プロト新栄ビル
(名古屋市中区)

(注)１
不動産 事業用賃貸 48,403

220,041
(247.28)

510 268,955 ―

ラフィネ川名
(名古屋市昭和区)

(注)１
不動産 住居用賃貸 21,117

42,107
(181.81)

1,263 64,488 ―

プロト東桜ビル
(名古屋市東区)

(注)１
不動産 事業用賃貸 36,104

88,001
(158.89)

6,614 130,720 ―

藤森ハイム
(名古屋市名東区)

(注)１
不動産 住居用賃貸 25,432

30,873
(260.30)

27 56,333 ―

プロト本郷第２ビ
ル
(東京都文京区)

(注)１

不動産 事業用賃貸 113,863
416,165
(340.49)

― 530,029 ―

プロト宜野湾ビル
(沖縄県宜野湾市)

(注)１
不動産 事業用賃貸 704,982

507,999
(4,195.99)

424 1,213,406 ―

プロト宜野湾第２
ビル　　
(沖縄県宜野湾市)

(注)１

不動産 事業用賃貸 930,809
602,505

(8,214.04)
3,048 1,536,363 ―

 

(注) １　賃貸物件であります。

２　帳簿価額のうち「その他」は、機械及び装置、車両運搬具、工具、器具及び備品の合計であります。

３　上記に加え、建物を賃借している事業所別内訳は、下記のとおりであります。
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事業所名 所在地 設備の内容 年間賃借料(千円) 従業員数(名)

札幌支社 札幌市中央区 支社施設 5,262 13

旭川営業所 北海道旭川市 営業所施設 1,062 2

帯広営業所 北海道帯広市 営業所施設 699 2

青森営業所 青森県青森市 営業所施設 1,373 2

秋田営業所 秋田県秋田市 営業所施設 798 2

盛岡営業所 岩手県盛岡市 営業所施設 1,425 2

山形営業所 山形県山形市 営業所施設 1,101 2

郡山営業所 福島県郡山市 営業所施設 2,394 4

高崎支社 群馬県高崎市 支社施設 4,344 10

宇都宮営業所 栃木県宇都宮市 営業所施設 2,073 6

水戸営業所 茨城県水戸市 営業所施設 1,985 6

太田営業所 群馬県太田市 営業所施設 3,030 5

東京東営業所 東京都江戸川区 営業所施設 4,888 7

東京西営業所 東京都杉並区 営業所施設 5,067 12

東京多摩営業所 東京都東大和市 営業所施設 2,592 5

さいたま営業所 さいたま市大宮区 営業所施設 6,572 22

千葉営業所 千葉市若葉区 営業所施設 2,249 4

横浜営業所 横浜市港北区 営業所施設 4,663 15

藤沢営業所 神奈川県藤沢市 営業所施設 1,944 3

相模原営業所 相模原市南区 営業所施設 2,896 5

金沢支社 石川県金沢市 支社施設 5,085 6

富山営業所 富山県富山市 営業所施設 2,283 3

福井営業所 福井県福井市 営業所施設 1,800 2

長野支社 長野県長野市 支社施設 2,946 6

松本営業所 長野県松本市 営業所施設 1,384 3

甲府営業所 山梨県甲府市 営業所施設 1,555 2

新潟営業所 新潟市中央区 営業所施設 2,160 3

沼津営業所 静岡県沼津市 営業所施設 2,562 4

静岡営業所 静岡市葵区 営業所施設 4,212 7

岡崎営業所 愛知県岡崎市 営業所施設 1,879 7

岐阜営業所 岐阜県岐阜市 営業所施設 1,583 7

四日市営業所 三重県四日市市 営業所施設 1,738 6

豊中営業所 大阪府豊中市 営業所施設 3,377 7

京都営業所 京都市下京区 営業所施設 2,359 7

和歌山営業所 和歌山県和歌山市 営業所施設 1,592 2

姫路営業所 兵庫県姫路市 営業所施設 2,220 8

広島支社 広島市安佐南区 支社施設 5,780 12

岡山営業所 岡山市北区 営業所施設 2,155 8

福山営業所 広島県福山市 営業所施設 1,583 4

米子営業所 鳥取県米子市 営業所施設 1,602 2

山口営業所 山口県山口市 営業所施設 1,982 1

松山支社 愛媛県松山市 支社施設 1,788 5

高松営業所 香川県高松市 営業所施設 1,620 4

福岡支社 福岡市博多区 支社施設 8,053 23

北九州営業所 北九州市八幡西区 営業所施設 1,607 4

久留米営業所 福岡県久留米市 営業所施設 1,294 4

熊本支社 熊本市中央区 支社施設 1,122 8

宮崎営業所 宮崎県宮崎市 営業所施設 1,229 2

鹿児島営業所 鹿児島県鹿児島市 営業所施設 1,231 3
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(2) 国内子会社

平成29年３月31日現在

会社名
事業所名

(所在地)

報告セグメント

の名称
設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数

(名)建物及び

構築物

土地

(面積㎡)
その他 合計

株式会社プロトリオス

本社

(大阪市

中央区)

自動車関連情報

不動産
本社設備 129,425

102,788

(296.09)
7,492 239,705 49

株 式 会 社 プ ロ ト ソ

リューション

(注)１

沖縄本社

(沖縄県

宜野湾市)

自動車関連情報

生活関連情報

その他

その他設備 6,899 ― 94,965 101,865 43

株 式 会 社 プ ロ ト ソ

リューション

(注)１

沖縄本社

第２ビル

(沖縄県

宜野湾市)

自動車関連情報

生活関連情報

その他

その他設備 8,178 ― 7,038 15,217 37

株 式 会 社 プ ロ ト ソ

リューション

仙台本社

(仙台市

若林区)

その他 その他設備 1,322 ― 1,111 2,434 45

株式会社プロトメディ

カルケア

本社

(東京都

千代田区)

生活関連情報 その他設備 10,481 ― 5,908 16,389 49

株式会社バイクブロス

本社

(東京都

千代田区)

自動車関連情報 その他設備 1,220 ― 821 2,042 43

株式会社カークレド

(注)１

本社

(東京都

文京区)

自動車関連情報 その他設備 1,820 ― 820 2,641 75

株式会社キングスオー

ト

(注)１

本社

(浜松市東区)
自動車関連情報 その他設備 3,386

19,524

(298.50)
1,735 24,646 30

株式会社オートウェイ

本社

(福岡県

京都郡苅田町)

自動車関連情報
本社設備

その他設備
813,071

406,594

(17,803.99)
31,211 1,250,877 47

株式会社オートウェイ

福岡店

(福岡県

太宰府市)

自動車関連情報 その他設備 129,336
106,958

(1,511.47)
5,784 242,080 2

株式会社オートウェイ
熊本店

(熊本市東区)
自動車関連情報 その他設備 ―

102,329

(1,652.48)
22,403 124,732 3

株式会社オートウェイ

中京倉庫

(愛知県

豊橋市)

自動車関連情報 その他設備 27,336
160,900

(5,127.24)
1,408 189,646 ―

株式会社オートウェイ

関東倉庫

(茨城県

下妻市)

自動車関連情報

その他
その他設備 828,817

160,897

(32,975.11)
7,637 997,352 1

株式会社タイヤワール

ド館ベスト

本社

(仙台市

宮城野区)

自動車関連情報 その他設備 1,914 ― 9,627 11,542 42

株式会社タイヤワール

ド館ベスト

宇都宮店

(栃木県

宇都宮市)

自動車関連情報 その他設備 30,199 ― 3,484 33,683 6

株式会社タイヤワール

ド館ベスト

泉店

他７店舗

(仙台市

泉区他)

自動車関連情報 その他設備 37,474 ― 21,937 59,412 57

株式会社タイヤワール

ド館ベスト

ロジスティックス

他２箇所

(仙台市

若林区他)

自動車関連情報 その他設備 8,950 ― 161,553 170,503 20

 

(注) １　建物及び土地の全部又は一部を提出会社より賃借しております。

２　帳簿価額のうち「その他」は、機械及び装置、車両運搬具、工具、器具及び備品、リース資産、建設仮勘定

の合計であります。
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(3) 在外子会社

平成29年３月31日現在

会社名
事業所名

(所在地)

報告セグメント

の名称
設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数

(名)建物及び

構築物

土地

(面積㎡)
その他 合計

PROTO MALAYSIA Sdn.

Bhd.

 (注)１

本社

(マレーシア

クアラ

ルンプール)

自動車関連情報 その他設備 1,385 ― 1,773 3,158 37

台湾寶路多股份有限公

司

 (注)１

本社

(台湾

台北市)

自動車関連情報 その他設備 2,879 ― 1,744 4,623 44

 

(注) １　賃借物件であります。

２　帳簿価額のうち「その他」は、車両運搬具、工具、器具及び備品の合計であります。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 61,800,000

計 61,800,000
 

　

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成29年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年６月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,940,000 20,940,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

完全議決権株式であり権利内
容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式（単元株
式数は100株）であります。

計 20,940,000 20,940,000 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年10月1日
(注)

10,470,000 20,940,000 ― 1,824,620 ― 2,011,536
 

(注) 平成24年10月１日付の株式分割（１株につき２株）によるものであります。
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(6) 【所有者別状況】

平成29年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 11 11 116 131 8 16,796 17,073 ―

所有株式数
(単元)

― 8,410 126 77,608 61,622 8 61,402 209,176 22,400

所有株式数
の割合(％)

― 4.02 0.06 37.10 29.46 0.00 29.36 100.00 ―
 

(注)　自己株式881,430株は「個人その他」に8,814単元、「単元未満株式の状況」に30株含まれております。

　

(7) 【大株主の状況】

平成29年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社夢現 愛知県名古屋市中区新栄２丁目２番７号 6,807 32.50

JPLLC CLIENT SAFEKEEPING ACCOUNT
(常任代理人　シティバンク銀行株
式会社)

FOUR CHASE METROTECH CENTER
BROOKLYN, NY 11245
(東京都新宿区新宿６丁目27番30号)

1,323 6.31

BNYM TREATY DTT 10
(常任代理人　株式会社三菱東京UFJ
銀行)

225 LIBERTY STREET, NEW YORK,
NEW YORK 10286, USA
(東京都千代田区丸の内２丁目７－１
決済事業部)

631 3.01

JP MORGAN CHASE BANK 385632
(常任代理人　株式会社みずほ銀行
決済営業部)

25 BANK STREET, CANARY WHARF,
LONDON, E14 ５JP, UNITED KINGDOM
(東京都港区港南２丁目15－１品川イン
ターシティＡ棟)

563 2.69

CLEARSTREAM BANKING S.A
(常任代理人　香港上海銀行東京支
店)

42, AVENUE JF KENNEDY, L-1855
LUXEMBOURG
(東京都中央区日本橋３丁目11番１号)

494 2.36

横　山　　博　一 愛知県名古屋市東区 440 2.10

横　山　　順　弘 愛知県名古屋市守山区 388 1.85

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED
STOCK FUND (PRINCIPAL ALL SECTOR
SUBPORTFOLIO)
(常任代理人　株式会社三菱東京UFJ
銀行)

245 SUMMER STREET BOSTON, MA 02210
U.S.A.
(東京都千代田区丸の内２丁目７－１
決済事業部)

371 1.77

益　田　　武　美 岡山県赤磐市 313 1.49

東京紙パルプ交易株式会社 東京都中央区京橋３丁目14－６ 310 1.48

計 ― 11,642 55.60
 

(注) １　上記のほか、当社所有の自己株式881,430株（所有割合4.20％）があります。
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２　平成28年11月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、エフエムアー

ル　エルエルシー（FMR LLC）が平成28年11月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているも

のの、当社として当事業年度末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況に

は含めておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(千株)
株券等保有割合

(％)

エフエムアール　エルエルシー
（FMR LLC）

245 Summer Street, Boston,
Massachusetts 02210, USA

838 4.00
 

　

(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式   881,400

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 20,036,200 200,362 ―

単元未満株式 普通株式 　　22,400 ― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 20,940,000 ― ―

総株主の議決権 ― 200,362 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式 30株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成29年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社プロトコーポレーション

名古屋市中区葵
一丁目23番14号

881,400 ― 881,400 4.20

計 ― 881,400 ― 881,400 4.20
 

 
(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第３号による普通株式の取得
 

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(平成28年５月13日)での決議状況
(取得期間平成28年５月16日～平成28年６月10日)

150,000 200,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 145,500 198,593

残存決議株式の総数及び価額の総額 4,500 1,406

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 3.00 0.70

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 3.00 0.70
 

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(―) ― ― ― ―

保有自己株式数 881,430 ― 881,430 ―
 

(注) １　当期間における処理自己株式数には、平成29年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の売

渡による株式数は含まれておりません。

２　当期間における保有自己株式数には、平成29年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取り及び買増し請求による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社では、経営基盤の強化と同時に、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題として認識しており、継続的

かつ安定的な配当に留意するとともに、将来の成長に備えるための内部留保の充実等を総合的に勘案した上、利益還

元に努めることを基本方針としております。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金配当を行うことを基本方針としております。

当社は、「当会社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのあ

る場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によって定める」旨定款に定めております。

内部留保資金につきましては、経営基盤の一層の強化ならびに事業規模の拡大を図るため、既存事業ならびに新規

事業への投資資金として有効に活用してまいります。

平成29年３月期の剰余金配当につきましては、期末配当として１株当たり25円00銭とし、第２四半期末配当25円00

銭と合わせて年間で50円00銭としております。

　

(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（千円）

１株当たりの配当額
（円）

平成28年10月28日
取締役会決議

501,464 25.00

平成29年５月10日
取締役会決議

501,464 25.00
 

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

最高(円)
2,813

※1,587
1,735 2,056 2,048 1,634

最低(円)
2,100

※1,203
1,242 1,365 1,333 1,136

 

(注) １　最高・最低株価は、平成25年７月15日以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるもので

あり、平成25年７月16日以降は東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

２　※印は、株式分割（平成24年10月１日、１株→２株）による権利落後の株価であります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成28年10月 11月 12月 平成29年１月 ２月 ３月

最高(円) 1,217 1,320 1,375 1,449 1,554 1,634

最低(円) 1,163 1,153 1,300 1,350 1,405 1,458
 

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

男性15名　女性２名　（役員のうち女性の比率11.8％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役

会長
― 横　山　博　一 昭和25年２月２日生

昭和43年４月 株式会社橘製作所入社

(注)４ 440

昭和46年５月 株式会社中経入社

昭和54年６月 株式会社プロジェクトエイト(現株式会

社プロトコーポレーション)設立

代表取締役社長就任

平成３年２月 株式会社プロトクリエイティブ(現株式

会社プロトコーポレーション)設立

代表取締役社長就任

平成８年11月 株式会社プロトギガ(現株式会社プロト

コーポレーション)設立

代表取締役社長就任

平成14年10月 株式会社リペアテック出版(現株式会社

プロトリオス）

代表取締役会長就任

平成15年４月 当社代表取締役会長就任(現任)

平成15年４月 株式会社プロトクリエイティブ(現株式

会社プロトコーポレーション)

代表取締役会長就任

平成15年４月 株式会社プロトール(現株式会社プロト

コーポレーション)

代表取締役会長就任

平成16年８月 株式会社マーズフラッグ

代表取締役会長就任

平成16年９月 宝路多(上海)広告有限公司

董事長就任

平成17年９月 株式会社リペアテック(現株式会社プロ

トリオス)

代表取締役会長兼社長就任

平成19年４月 株式会社プロトデータセンター(現株式

会社プロトソリューション)

代表取締役会長就任(現任)

平成21年１月 株式会社グーオート(現株式会社キング

スオート)

代表取締役会長就任

平成21年10月 株式会社システムワン(現株式会社プロ

トリオス)

代表取締役会長就任

平成23年12月 台湾寶路多股份有限公司

董事長就任

代表取締役

副会長
― 入　川　達　三 昭和33年９月27日生

昭和56年４月 株式会社ノエビア入社

(注)４ 106

平成３年４月 株式会社カーディナルハウス入社

平成４年６月 当社入社

平成７年３月 当社東京支社(現東京本社)支社長

平成７年３月 当社取締役就任

平成11年４月 当社常務取締役就任

平成12年３月 株式会社エムペック(現株式会社プロト

コーポレーション)

代表取締役社長就任

平成13年３月 当社専務取締役就任

平成15年４月 当社代表取締役社長就任

平成17年12月 株式会社ジェイペックスパートナーズ

代表理事就任

平成18年４月 株式会社プロトリンク(現株式会社プロ

トコーポレーション)

代表取締役社長就任

平成19年４月 株式会社エムペック(現株式会社プロト

コーポレーション)

代表取締役社長就任

平成26年４月 当社代表取締役副会長就任(現任)

平成26年４月 株式会社バイクブロス

代表取締役会長就任(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

    

平成26年４月 株式会社カークレド

代表取締役会長就任(現任)

  

平成26年４月 株式会社プロトメディカルケア

代表取締役会長就任(現任)

平成26年５月 株式会社キングスオート

代表取締役会長就任(現任)

平成26年５月 PROTO MALAYSIA Sdn. Bhd.

Chairman就任(現任)

平成26年５月 台湾寶路多股份有限公司

董事長就任(現任)

平成26年10月 株式会社オートウェイ

代表取締役会長就任(現任)

平成27年４月 株式会社タイヤワールド館ベスト

代表取締役会長就任(現任)

代表取締役
社長

― 神　谷　健　司 昭和43年２月17日生

平成２年３月 当社入社

(注)４ 43

平成10年４月 当社東京支社(現東京本社)支社長

平成12年５月 当社執行役員就任

平成14年６月 当社取締役就任

平成17年４月 株式会社プロトクリエイティブ(現株式

会社プロトコーポレーション)

代表取締役社長就任

平成17年10月 株式会社プロトリンク(現株式会社プロ

トコーポレーション)

代表取締役社長就任

平成18年４月 宝路多(上海)広告有限公司

副董事長就任

平成20年６月 宝路多(上海)広告有限公司

董事長就任

平成20年９月 宝路多(上海)旧機動車経紀有限公司

董事長就任

平成25年４月 当社常務取締役就任

平成26年４月 当社代表取締役社長就任(現任)

専務取締役
自動車
関連情報
担当

飯　村　富士雄 昭和32年９月６日生

昭和55年４月 株式会社マツダオート東京入社

(注)４ 39

平成２年10月 当社入社

平成９年４月 当社ＧＯＯ・オークション関連事業部事

業部長

平成13年１月 当社執行役員就任

平成14年６月 当社取締役就任

平成20年４月 当社常務取締役就任

平成24年２月 株式会社カークレド

代表取締役社長就任(現任)

平成25年４月 当社専務取締役就任(現任)

平成27年８月 CAR CREDO MALAYSIA SDN. BHD.

Chairman就任(現任)

平成29年５月 株式会社カーブリックス

代表取締役社長就任(現任)

常務取締役
経理・財務
部門担当

横　山　宗　久 昭和35年１月23日生

昭和54年６月 当社入社

(注)４ 262
平成５年４月 当社経理部部長

平成７年３月 当社取締役就任

平成13年６月 当社常務取締役就任(現任)

常務取締役
ITソリュー
ション部門

担当
宗　平　光　弘 昭和42年５月８日生

平成２年４月 日本毛織株式会社入社

(注)４ 29

平成３年１月 株式会社さくらケーシーエス入社

平成６年３月 当社入社

平成10年11月 当社札幌支社支社長

平成13年３月 当社データライン事業部事業部長

平成14年４月 当社自動車情報事業部事業部長

平成16年４月 当社執行役員就任

平成19年６月 当社取締役就任

平成25年４月 当社常務取締役就任(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役
ITソリュー
ション部門

担当
白　木　　　享 昭和45年４月22日生

平成３年４月 株式会社シー・オー・エス入社

(注)４ 12

平成６年５月 株式会社大塚商会入社

平成10年８月 当社入社

平成14年10月 当社情報システム部責任者

平成18年４月 当社執行役員就任

平成19年４月 株式会社プロトデータセンター(現株式

会社プロトソリューション)

代表取締役社長就任(現任)

平成19年６月 当社取締役就任(現任)

平成28年６月 株式会社アイソリューションズ(現株式

会社プロトソリューション)

代表取締役社長就任

取締役
管理部門
担当

清　水　茂代司 昭和40年10月29日生

昭和63年４月 安田火災海上保険株式会社(現損害保険

ジャパン日本興亜株式会社)入社

(注)４ 6

平成８年８月 株式会社ユタカコンサルタント

取締役就任

平成11年８月 当社入社

平成14年10月 当社管理部責任者

平成15年４月 当社執行役員就任

平成20年６月 当社取締役就任(現任)

取締役
自動車
関連情報
担当

兎　洞　則　之 昭和46年10月９日生

平成８年12月 当社入社

(注)４ 4平成26年４月 当社執行役員就任

平成27年６月 当社取締役就任(現任)

取締役 ― 藤　澤　直　樹 昭和42年12月15日生

平成元年６月 当社入社

(注)４ 2

平成18年４月 当社執行役員就任

平成27年６月 当社取締役就任(現任)

平成28年２月 株式会社プロトメディカルケア

代表取締役社長就任(現任)

平成28年５月 株式会社丸冨士

代表取締役会長就任(現任)

平成28年５月 株式会社シルバーはあと

代表取締役会長就任(現任)

取締役
(注)10

― 櫻　井　由美子 昭和44年３月１日生

平成４年10月 監査法人伊東会計事務所(現有限責任 あ

ずさ監査法人)入所

(注)４ ―

平成12年１月 櫻井公認会計士事務所(現櫻井由美子公

認会計士事務所)開設(現任)

平成21年６月 株式会社東祥

社外監査役就任(現任)

平成22年８月 株式会社アイケイ

社外監査役就任

平成26年６月 当社取締役就任(現任)

平成28年８月 株式会社アイケイ

社外取締役(監査等委員)就任(現任)

取締役 ― 近　藤　恵理子 昭和33年４月７日生

昭和56年４月 ダンアンドブラッドストリートジャパン

株式会社入社

(注)４ ―

平成２年４月 同社オペレーションディレクター就任

平成12年12月 同社代表取締役社長就任

平成22年12月 株式会社ロードウェイ(現株式会社グ

ローブリンク)設立

代表取締役社長就任(現任)

平成27年３月 東邦レマック株式会社

社外取締役就任(現任)

平成27年６月 当社取締役就任(現任)

平成28年１月 株式会社ジー・スリーホールディングス

社外取締役就任

平成28年10月 株式会社SBY

取締役就任

平成29年３月 株式会社SBY

代表取締役社長就任(現任)
 

EDINET提出書類

株式会社プロトコーポレーション(E05210)

有価証券報告書

 38/106



 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常勤監査役 ― 後　藤　光　雄 昭和24年４月４日生

平成16年７月 パナソニックテレコム株式会社(現コネ

クシオ株式会社)入社

管理本部長

(注)５ ―平成19年４月 同社常任監査役(常勤)就任

平成21年６月 同社常任監査役(常勤)退任

平成23年３月 当社入社

平成23年６月 当社常勤監査役就任(現任)

常勤監査役 ― 鈴　木　隆　之 昭和27年11月８日生

昭和50年４月 日本アイ・ビー・エム株式会社入社

(注)６ ―

平成14年９月 ディスプレイ・テクノロジー株式会社

代表取締役社長就任

平成18年３月 ディスプレイ・テクノロジー株式会社

代表取締役社長退任

平成18年12月 ディスプレイ・テクノロジー株式会社

代表取締役社長就任

平成20年１月 ディスプレイ・テクノロジー株式会社

代表取締役社長退任

平成24年11月 日本アイ・ビー・エム株式会社退社

平成26年６月 当社常勤監査役就任(現任)

常勤監査役 ― 山　田　信　二 昭和31年８月10日生

昭和55年４月 日邦産業株式会社入社

（注)８ ―
平成20年４月 同社内部監査室室長

平成26年６月 同社常勤監査役

平成29年６月 当社常勤監査役就任(現任)

監査役 ― 塩　見　　　渉 昭和25年１月22日生

昭和50年４月 弁護士登録(名古屋弁護士会(現愛知県弁

護士会))

(注)７ ―
昭和50年４月 石原法律事務所入所

昭和60年３月 石原法律事務所退所

昭和60年４月 塩見渉法律事務所開設(現任)

平成13年６月 当社監査役就任(現任)

監査役 ― 新　井　　淳 昭和28年12月24日生

昭和52年４月 株式会社三菱銀行(現株式会社三菱東京

UFJ銀行)入行

（注)８ ―
平成16年７月 金融庁入庁

平成26年１月 Promontory Financial Group Global

Services Japan, LLC入社

平成29年６月 当社監査役就任(現任)

計 947
 

(注) １　取締役櫻井由美子及び近藤恵理子の２名は、社外取締役であります。

２　常勤監査役鈴木隆之及び山田信二、監査役塩見渉及び新井淳の４名は、社外監査役であります。

３　代表取締役会長横山博一は常務取締役横山宗久の兄であります。

４　平成29年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年間。

５　平成27年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。

６　平成26年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。

７　平成28年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。

８　平成29年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。

９　当社では執行役員制度を導入しております。当社で採用している執行役員制度の概要は「６　コーポレー

ト・ガバナンスの状況等　（1）コーポレート・ガバナンスの状況　①企業統治の体制　ii企業統治の体制

を採用する理由」をご参照ください。

執行役員は、大出章人、松沢章博、善甫能尚、近藤修司、髙木学の５名であります。

10　取締役櫻井由美子の戸籍上の氏名は、江藤由美子であります。

11　取締役倉元進及び監査役坂野郁夫は、平成29年６月27日開催の定時株主総会終結の時をもって任期満了とな

り、退任しております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①企業統治の体制

ⅰ企業統治の体制の概要

(ａ)取締役会及び経営会議

会社の意思決定機関としての取締役会については、現在12名（うち社外取締役２名（女性））で構成され

ており、毎月1回の定時開催に加え、必要に応じて臨時取締役会を開催し、「取締役会規程」に定められた

付議事項を審議・決議しております。取締役は所管する業務の執行権限を持つとともに、他の取締役の行為

や取締役会及び経営会議に上程される事項を監視・監督する役割を担っております。

なお、当社の取締役は20名以内とする旨及び取締役としての責任をより一層明確にするため、取締役の任

期は選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとする旨を

定款に定めております。

また、当社では、取締役の業務執行権を企業規模ならびに組織の拡大に応じて委譲することを目的とした

執行役員制度を導入しております。当社が導入している執行役員制度では、特定の部門を所管している執行

役員に取締役が有する業務執行権と同等の権限を与え、その担当職務の執行状況について、適宜、取締役会

への報告を求めることとしております。

経営会議は、常勤の取締役及び常勤監査役で構成され、経営方針や経営戦略など当社グループの経営に関

する重要事項の審議を行っております。特に重要な案件については、経営会議で予め十分な審議を行ったう

えで取締役会に付議することにより、審議の充実と適正な意思決定の確保を図っております。

(ｂ)監査役会

現在５名（うち社外監査役４名）の体制により、監査役会による経営監視・監督体制の強化を進めており

ます。監査役会については、原則月1回開催し、監査役間での情報の共有化を図っております。監査役監査

については、取締役会への出席、書類の閲覧、関係者へのヒアリング等を通じて、取締役の職務執行状況、

会社の内部統制の整備運用状況等を監査しております。また、事業年度末におきましては、会計監査を担当

する会計監査人の監査結果を踏まえ、事業報告、計算書類、附属明細書、その他株主総会提出議案を中心に

監査を実施するとともに、監査報告書を代表取締役社長に提出しております。なお、当社の監査役は５名以

内とする旨を定款に定めております。

(ｃ)会計監査人

会計監査人は有限責任 あずさ監査法人を選任し、監査契約を締結しております。当社では、会計監査人

に対し正しい経営情報を提供し、公正不偏な立場から監査が実施される環境を整備しております。なお、有

限責任 あずさ監査法人は、平成20年３月期から当社の会計監査人に就任しております。
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ⅱ企業統治の体制を採用する理由

当社は、継続的かつ安定的な収益確保と更なる事業規模の拡大により企業価値を高めるとともに、社会から信

頼を得られる透明性の高い健全な経営を実現することがコーポレート・ガバナンスの目的であると考えておりま

す。また、当社では、株主の皆様をはじめ、取引先、従業員等のステークホルダーに対する利益の最大化を常に

意識した経営を心掛けており、その結果が、当社の社会的存在価値の向上に繋がるものと考えております。今後

におきましても、コンプライアンス（法令遵守）の徹底ならびに経営監視・監督機能の強化を図るとともに、適

時、適正かつ公平な情報開示に努め、透明性の高い健全な経営体制の確立に努めてまいります。

このようなコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方の下、当社では、監査役制度を導入しており、

監査役会による経営監視・監督体制の強化を進めております。具体的には、取締役の職務執行における法令・定

款の遵守状況を監視・監督することを目的として、監査役５名（うち社外監査役４名）を選任し、監査の独立性

と充実を図っております。なお、監査役会については、原則月１回開催し、監査役間での情報の共有化を図って

おります。また、当社では、社外監査役４名を独立役員として指定し、経営監視・監督機能の客観性及び中立性

を確保しております。

取締役会については、毎月１回の定時開催に加え、必要に応じて臨時取締役会を開催し、「取締役会規程」に

定められた付議事項を審議・決議しております。さらに、経営会議を原則として毎月１回開催するとともに、必

要に応じて臨時会を開催し、「取締役会規程」に定める付議基準に準じる事項ならびに関係会社に関する重要な

事項について審議しております。

なお、取締役は所管する業務の執行権限を持つとともに、他の取締役の行為や取締役会及び経営会議に上程さ

れる事項を監視・監督する役割を担っております。当社では、社外取締役２名を独立役員として指定し、経営の

監視を遂行するにあたり客観性及び独立性を確保しております。また、当社では、執行役員制度を導入してお

り、特定の部門を所管している執行役員に取締役が有する業務執行権と同等の権限を与え、その担当職務の執行

状況について、適宜、取締役会への報告を求めることとしております。

　

ⅲ内部統制システムの整備の状況

当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、以下のとおり内部統制システムを整備しております。

(ａ)取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(ア)当社は、法令・定款の遵守を徹底するため、企業行動憲章を制定するとともに、コンプライアンス規程

を制定し行動基準の徹底・推進を図っております。

(イ)法令・定款等に違反する行為を発見した場合の報告体制として、内部通報制度規程を制定するととも

に、内部通報相談窓口を設けております。

(ウ)万一コンプライアンスに関連する事態が発生した場合には、その内容及び対処案が遅滞なくトップマネ

ジメント、取締役会、監査役に報告される体制を構築しております。

(エ)監査役は、当社の法令遵守体制及び内部通報システムの運用に問題があると認めるときは、意見を述べ

るとともに、改善策の策定を求めることができることとしております。

(オ)各担当部署にて、内部統制システムの構築・維持・向上を推進するとともに、必要に応じて規則・ガイ

ドラインの策定、研修の実施を行っております。
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(ｂ)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報・文書の取扱については、当社社内規程及びそれに関する各管理マニュア

ルに従い、適切に保存及び管理を行うものとしております。また、必要に応じて運用状況の検証、各規程等

の見直し等を行っております。

(ｃ)損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(ア)当社は、業務執行に係るリスクとして、以下の１から８のリスクを認識するとともに、その把握と管

理、個々のリスクに対する管理責任についての体制を整えております。

　1 印刷用紙の市況変動について

　2 特定外注先・仕入先への依存について

　3 コンテンツに対する法的規制について

　4 システムセキュリティ及びシステム・ネットワークダウンによるリスクについて

　5 個人情報の保護について

　6 コンテンツの内容に対する企業責任について

　7 中古車輸出事業におけるリスクについて

　8 Ｍ＆Ａに係るリスクについて

(イ)リスク管理体制の基礎として、リスク管理規程を定め、個々のリスクについての管理責任者を決定し、

同規程に従ったリスク管理体制を構築しております。

(ウ)不測の事態が発生した場合には、社長を本部長とする対策本部を設置し、必要に応じて顧問弁護士等を

含む外部アドバイザリーチームを組織し迅速な対応を行い、損害の拡大を防止し、これを最小限に止め

る体制を整えております。

(ｄ)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(ア)取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会ならびに経営

会議を月１回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催しております。

(イ)経営計画のマネジメントについては、経営理念を機軸に毎年策定される年度計画及び中期３ヶ年経営計

画に基づき、各業務執行ラインにおいて目標達成のために活動することとしております。また、経営目

標が当初の予定通りに進捗しているか業績報告を通じ定期的に検査を行っております。

(ウ)職務執行のマネジメントについては、取締役会規程により定められている事項及びその付議基準に該当

する事項すべてについて取締役会に付議することを遵守しております。その際には経営判断の原則に基

づき、事前に議題に関する十分な資料が全役員に配付される体制を整えております。

(エ)取締役の業務執行権を企業規模ならびに組織の拡大に応じて委譲することを目的として執行役員制度を

導入し、特定の部門を所管する執行役員に対し取締役が有する業務執行権と同等の権限を与えるものと

しております。また、当該執行役員の職務の執行状況について、適宜、取締役会への報告を求めるもの

としております。

(オ)日常の職務執行に際しては、職務権限規程、職務分掌規程等に基づき権限の委譲が行われ、各レベルの

責任者が意思決定ルールに則り職務を執行しております。
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(ｅ)当社ならびにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(ア)当社は、子会社及び関連会社（以下「関係会社」という）に対する管理の適正化を図り、関係会社の指

導・育成を促進し企業集団としての経営効率の向上に資することを目的として、関係会社管理規程を制

定しております。

(イ)当社は、関係会社を含めた企業集団の業務の適正を確保するための体制として、関連会社戦略室を置

き、関係会社の業務の適正化及びリスク管理体制の確立を図っております。

(ウ)関連会社戦略室は、関係会社の取締役等に対して事業に関する報告を定期的に求めるとともに、当社及

び関係会社間での情報の共有化を図っております。また、関係会社の取締役等が効率的な職務執行及び

コンプライアンス体制の構築ができるよう、必要に応じて指導・助言を行っております。

(エ)関連会社戦略室は、関係会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び社内規程等に違反又はその

懸念が発生あるいは発覚した場合、ならびに関係会社に損失の危険の発生を把握した場合には、直ちに

当社の取締役会、監査役及び担当部署に当該事項が報告される体制を構築しております。

(オ)監査役ならびに内部監査室は、定期又は臨時に関係会社の管理体制及び業務の適正確保について監査し

ております。

(ｆ)財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、財務報告の信頼性を確保するため、「内部統制マニュアル」を整備するとともに、一般に公正・

妥当と認められる会計基準に準拠して財務報告に係る内部統制を整備・運用し、その有効性を適正に評価し

ております。

(ｇ)反社会的勢力排除に向けた体制

(ア)当社は、「企業行動憲章」に、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対する行動指針を

定めるとともに、反社会的勢力に対しては毅然とした態度で挑み、業界団体や警察、顧問弁護士等との

連携を強化することにより、情報共有を行い、その排除に取り組んでおります。

(イ)反社会的勢力対応規程ならびにコンプライアンス規程に基づき、反社会的勢力に対する利益供与を禁

じ、反社会的勢力とは一切の関係を遮断することとしております。

(ｈ)監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項ならびに

当該使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

(ア)監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、特別な理由がある場合を除き、当

社の使用人から監査役補助者を任命することとしております。

(イ)監査役補助者は監査役の指揮命令の下に職務を遂行することとしております。また、監査役補助者の評

価は監査役が行い、監査役補助者の任命、解任、人事異動等については、監査役会の同意を得た上で取

締役会が決定することとし、取締役からの独立性を確保しております。
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(ｉ)当社の取締役及び使用人ならびに関係会社の取締役、監査役及び使用人等が当社の監査役に報告するため

の体制その他の監査役への報告に関する体制及び監査役の監査が実効的に行われることを確保するための

体制

(ア)当社の取締役及び使用人ならびに関係会社の取締役、監査役及び使用人等は、当社の業務又は業績に影

響を与える重要な事項について直接又は内部通報システムを用いて間接的に監査役に報告しておりま

す。前記に関わらず、監査役はいつでも必要に応じて当社の取締役及び使用人ならびに関係会社の取締

役、監査役及び使用人等に対して報告を求めることができることとしております。

(イ)内部通報システムの適切な運用を維持することにより、法令違反その他のコンプライアンス上の問題に

ついて監査役への適切な報告体制を確保しております。

(ウ)前各号の報告をしたことを理由に、当該報告者が不利な取扱を受けないものとしております。

(エ)監査役は、重要な意思決定のプロセスや取締役の職務執行状況を把握するため、取締役会等の重要会議

に出席するとともに、内部監査室及び会計監査人と緊密な連携を保ちながら監査の実効性を確保してお

ります。

(ｊ)監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針

監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払又は償還等の請求をしたときは、当該監査役の職務

執行に必要でないと認められる場合を除き、速やかに当該費用等の処理をすることとしております。

　

ⅳ業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社では、「内部統制システム構築に係る基本方針」に基づき、企業集団の業務の適正を確保するための体制

整備とその適切な運用に努めており、当連結会計年度における運用状況の概要は以下のとおりであります。

当社は、「内部統制委員会」を12回開催し、法令・社内規程等の遵守状況を確認したうえで、必要に応じて、

コンプライアンス体制を見直すとともに、子会社を含む当社グループのリスク評価を行い、その管理及び低減に

努めました。

当社の取締役会は、社外取締役２名を含む取締役12名で構成し、監査役５名も出席したうえで開催し、取締役

の職務執行を監督いたしました。また、取締役会は、執行役員を選任し、各執行役員は、代表取締役の指揮・監

督の下、各自の権限及び責任の範囲で、職務を執行いたしました。なお、取締役会の機能の向上を図ることを目

的として、取締役会全体の実効性に係るアンケート形式による自己評価を実施しております。

子会社については、「関係会社管理規程」に基づき、重要な事項を当社取締役会において審議し、子会社の適

正な業務運営及び当社による実効性のある管理の実現に努めました。

内部監査室は、期初に立案した内部監査計画に基づき、法令・社内規程等の遵守状況について、各部門を対象

とする監査を実施し、その結果及び改善状況を代表取締役及び監査役に報告いたしました。

監査役は、監査方針を含む監査計画を策定し、月１回の定時監査役会に加えて適宜臨時監査役会を開催し監査

役間の情報共有に基づき会社の状況を把握し、必要な場合は提言の取りまとめを行いました。更に、取締役会に

出席するとともに、取締役・執行役員その他使用人と対話を行い、内部監査室・会計監査人と連携し、取締役及

び使用人の職務の執行状況を監査いたしました。

常勤監査役は、主要な稟議書の回付を受け取締役及び使用人の職務の執行状況を監査するとともに、経営会

議、内部統制委員会等の重要会議に出席し必要な場合は意見を述べました。
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ⅴ財務報告に係る内部統制の状況

当社では、内部監査室（２名）を設置し、内部統制の強化に努めております。また、金融商品取引法第24条の

４の４に規定される「財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するための体制の評価」を適正に行う

ことにより、同法の求める水準の維持に努めております。

②内部監査及び監査役監査の状況

当社では、業務効率及び収益の向上と会社財産の保全に寄与することなどを目的として、代表取締役社長直轄の

内部監査室（２名）を設置しております。内部監査室は、期初に立案した監査計画に基づき、全国各支社・営業

所・子会社を訪問し、主に社内諸規程と実務の照合、帳票の管理・整備状況を監査しております。監査により明ら

かになった指摘事項につきましては、改善の指示ならびにその後の改善結果のチェックを行い、業務改善に努めて

おります。また、監査役及び会計監査人と協力体制を維持しつつ監査を実施するとともに、監査結果につきまして

は、定期的に代表取締役社長に報告しております。

監査役監査については、取締役会への出席、書類の閲覧、関係者へのヒアリング等を通じて、取締役の職務執行

状況、会社の内部統制の整備運用状況等を監査しております。また、事業年度末におきましては、会計監査を担当

する会計監査人の監査結果を踏まえ、事業報告、計算書類、附属明細書、その他株主総会提出議案を中心に監査を

実施するとともに、監査報告書を代表取締役社長に提出しております。

なお、常勤監査役後藤光雄は、かつてパナソニックテレコム株式会社（現コネクシオ株式会社）にて常任監査役

（常勤）として従事しておりました。常勤監査役鈴木隆之は、日本アイ・ビー・エム株式会社やディスプレイ・テ

クノロジー株式会社において要職を歴任しており、企業経営者としての豊富な経験・知見を有しております。常勤

監査役山田信二は、日邦産業株式会社において要職を歴任しており、監査役としての豊富な経験・知見を有してお

ります。監査役塩見渉は、弁護士の資格を有しております。監査役新井淳は、株式会社三菱銀行（現株式会社三菱

東京UFJ銀行）や金融庁等において要職を歴任しており、経営監視に係る豊富な経験・知見を有しております。
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監査役と当該内部監査室との連携状況につきましては、月１回定期的に意見交換を行い、直近の状況等を確認す

ることにより、情報の共有化を図っております。

③社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は２名、社外監査役は４名であります。当社は、経営の意思決定機能と、取締役及び執行役員

による業務執行を管理監督する機能を持つ取締役会に対し、監査役５名のうち４名を社外監査役とすることによ

り、経営への監視・監督機能を強化しております。

社外取締役の選任につきましては、過去の経歴・豊富な経験ならびに幅広い知見を有した人材を選任しており、

また当該社外取締役２名を独立役員として指定することで、経営の監視を遂行するにあたり客観性及び独立性を確

保しております。

社外監査役の選任につきましては、過去の経歴・豊富な経験ならびに幅広い知見を有した人材を選任しており、

また当該社外監査役４名を独立役員として指定することで、経営監視・監督機能の客観性及び中立性を確保してお

ります。

なお、社外取締役ならびに社外監査役と当社との間には人的関係、資本的関係、取引関係、その他の利害関係は

ございません。また、社外取締役ならびに社外監査役が役員である、もしくは過去に役員であった他の会社等と当

社との間においても人的関係、資本的関係、取引関係、その他の利害関係はございません。なお、当社は、社外監

査役鈴木隆之が過去において在籍していた日本アイ・ビー・エム株式会社と通常の商取引を行っておりますが、当

該取引の規模及び性質に照らし、株主・投資者の判断に影響を及ぼす恐れはないと判断しております。

当社は、社外取締役ならびに社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針を定めておりませんが、

株式会社東京証券取引所が定める独立役員の独立性に関する判断基準に基づき選任にあたっております。

社外取締役ならびに社外監査役は、取締役会・監査役会・取締役等との意見交換等を通じて、監査役監査、内部

監査、会計監査との連携を図り、また、内部統制システムの構築・運用状況等について、監督・監査を行っており

ます。

社外取締役は、原則月１回開催される取締役会に出席し、会計監査及び内部監査からの報告を受け、監査役会と

の情報交換及び連携を踏まえ必要に応じて意見を述べることにより、これらの監査と連携のとれた取締役の職務執

行に対する監督機能を果たしております。また、取締役会の一員としての意見又は助言により内部統制部門を有効

に機能させることを通じて、適正な業務執行の確保を図っております。

社外監査役は、原則月１回開催される監査役会に出席し、監査役間での情報の共有化を図っております。また、

定時取締役会及び臨時取締役会に出席し、適宜質問を行うことで、取締役の職務執行状況、会社の内部統制の整備

運用状況等を監査しております。

　

④役員報酬等

ⅰ役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(人)基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

238,135 224,635 ― ― 13,500 11

監査役
(社外監査役を除く。)

9,096 8,696 ― ― 400 1

社外役員 13,541 12,341 ― ― 1,200 5
 

(注) １　平成12年６月開催の定時株主総会の決議による取締役報酬年額は1,000百万円以内であり、昭和60年１

月開催の臨時株主総会の決議による監査役報酬年額は30百万円以内であります。

２　役員ごとの報酬等の総額につきましては、１億円以上を支給している役員がいないため記載を省略して

おります。
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ⅱ役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

役員の報酬等の額については、取締役及び監査役の報酬限度額を株主総会において決議しております。なお、

各取締役の報酬等の額は取締役会の決議により、各監査役の報酬等の額は監査役の協議により決定する方法と定

めております。また、取締役会における報酬額の決定に際しては、事業年度毎に業績や経営内容を考慮するとと

もに、社会情勢等も勘案することとして、一般的な常識水準を逸脱しない額にすることとしております。

 

⑤株式の保有状況

ⅰ投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　　　　　　　　　５銘柄　　899,488千円

　

ⅱ保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

　特定投資株式

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(千円)
保有目的

共立印刷株式会社 1,000,000 287,000
仕入先との取引関係強化・維持を目的とした
長期的な政策投資

株式会社三洋堂ホール
ディングス

40,000 41,720 情報交換等を目的とした長期的な政策投資

凸版印刷株式会社 21,000 19,824
仕入先との取引関係強化・維持を目的とした
長期的な政策投資

 

 
当事業年度

　特定投資株式

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(千円)
保有目的

共立印刷株式会社 1,000,000 336,000
仕入先との取引関係強化・維持を目的とした
長期的な政策投資

株式会社三洋堂ホール
ディングス

40,000 39,200 情報交換等を目的とした長期的な政策投資

凸版印刷株式会社 21,000 23,835
仕入先との取引関係強化・維持を目的とした
長期的な政策投資

 

 
ⅲ保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表照表計上額の合計額な

らびに当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

　該当事項はありません。
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⑥会計監査の状況

ⅰ業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名

　指定有限責任社員 業務執行社員 中村 哲也氏（有限責任 あずさ監査法人）

　　指定有限責任社員 業務執行社員 岩田 国良氏（有限責任 あずさ監査法人）

　

ⅱ監査業務に係る補助者の構成

　公認会計士 ６名

 　その他    ９名

　　（注）その他は、公認会計士試験合格者、システム監査担当者等であります。

　

⑦取締役の定数

当社の取締役は20名以内とする旨定款に定めております。

　

⑧取締役の選任及び解任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及びその選任決議は累積投票によらない旨を定款に定めておりま

す。

　また、取締役の解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が出席

し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。

　

⑨取締役及び監査役（社外取締役及び社外監査役を含む）の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取締役

（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除するこ

とができる旨定款に定めております。また、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役との間

に、会社法第423条第１項の行為による賠償責任を限定する契約を締結することができる旨定款に定めておりま

す。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮して、期待される役割を果たし

うる環境を整備することを目的とするものであります。

　

⑩剰余金の配当等の決定機関

当社は剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によって定める旨を定款に定めております。これは、剰余金の配当等

を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

　

⑪自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、市場取引等により自己の株式を取得す

ることができる旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能と

するため、市場取引等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。
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⑫株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、株主総会を円滑に運営するため、議

決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上を

もって行う旨を定款に定めております。

　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 50,000 7,800 50,000 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 50,000 7,800 50,000 ―
 

　

② 【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、財務デューデリジェンス業務等で

あります。

　

当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、会計監査人より提示される監査日数、規模、業務の特性等を勘案し、会社法第399条

第１項及び第２項の規定のとおり監査役会の同意を得た上で、代表取締役が決定することとしております。
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第５ 【経理の状況】

 

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に

基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成28年４月１日から平成29年３月31

日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで)の財務諸表について、有限責任 

あずさ監査法人により監査を受けております。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法

人財務会計基準機構へ加入しております。また、同機構が開催する研修等に積極的に参加しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 ※1  11,688,003 ※1  12,784,134

  受取手形及び売掛金 4,980,004 4,857,295

  電子記録債権 6,300 20,040

  商品及び製品 3,978,075 4,481,993

  仕掛品 136,037 158,207

  原材料及び貯蔵品 20,558 27,170

  繰延税金資産 183,125 178,184

  その他 1,093,151 1,235,838

  貸倒引当金 △11,933 △11,437

  流動資産合計 22,073,323 23,731,427

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 ※1  8,962,557 ※1  9,308,270

    減価償却累計額 ※3  △3,473,195 ※3  △3,788,151

    建物及び構築物（純額） 5,489,361 5,520,118

   土地 ※1  4,803,102 ※1  4,793,608

   その他 1,241,089 1,410,654

    減価償却累計額 ※3  △741,802 ※3  △822,102

    その他（純額） 499,286 588,551

   有形固定資産合計 10,791,751 10,902,278

  無形固定資産   

   のれん 4,729,065 4,106,727

   その他 1,943,562 1,856,076

   無形固定資産合計 6,672,627 5,962,803

  投資その他の資産   

   投資有価証券 349,603 900,094

   繰延税金資産 118,660 106,387

   その他 911,708 391,952

   貸倒引当金 △31,677 △60,398

   投資その他の資産合計 1,348,295 1,338,035

  固定資産合計 18,812,674 18,203,118

 資産合計 40,885,997 41,934,545
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 2,194,004 2,127,447

  短期借入金 ※1,※2  2,905,000 ※1,※2  3,850,000

  1年内返済予定の長期借入金 ※1  1,189,875 ※1  738,435

  未払費用 1,852,007 2,142,069

  未払法人税等 718,196 589,411

  返品調整引当金 85,640 73,278

  賞与引当金 138,093 147,194

  返金引当金 556 27

  ポイント引当金 20,800 19,687

  その他 2,701,100 2,940,012

  流動負債合計 11,805,276 12,627,564

 固定負債   

  長期借入金 ※1  2,523,154 ※1  2,090,659

  役員退職慰労引当金 243,240 256,340

  資産除去債務 180,186 186,007

  その他 132,923 372,535

  固定負債合計 3,079,503 2,905,542

 負債合計 14,884,780 15,533,107

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,824,620 1,824,620

  資本剰余金 2,011,734 2,011,734

  利益剰余金 22,436,553 23,037,683

  自己株式 △1,107,184 △1,305,778

  株主資本合計 25,165,723 25,568,260

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 108,764 143,871

  為替換算調整勘定 726,729 689,306

  その他の包括利益累計額合計 835,493 833,177

 純資産合計 26,001,217 26,401,438

負債純資産合計 40,885,997 41,934,545
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

売上高 54,297,253 56,717,929

売上原価 ※1  33,084,408 ※1  34,908,255

売上総利益 21,212,845 21,809,674

返品調整引当金戻入額 104,813 83,683

返品調整引当金繰入額 88,188 72,800

差引売上総利益 21,229,470 21,820,557

販売費及び一般管理費   

 役員報酬及び給料手当 6,528,596 6,698,825

 役員退職慰労引当金繰入額 18,775 16,400

 賞与引当金繰入額 100,444 97,134

 広告宣伝費 2,423,904 4,167,414

 貸倒引当金繰入額 7,701 41,685

 ポイント引当金繰入額 1,252 152

 のれん償却額 1,032,030 638,338

 その他 7,045,005 7,364,819

 販売費及び一般管理費合計 ※2  17,157,710 ※2  19,024,770

営業利益 4,071,759 2,795,786

営業外収益   

 受取利息 28,625 17,411

 受取配当金 12,437 13,743

 古紙売却収入 27,054 24,803

 為替差益 43,097 49,841

 その他 91,495 64,661

 営業外収益合計 202,711 170,461

営業外費用   

 支払利息 46,080 41,723

 デリバティブ評価損 22,391 29,927

 その他 15,205 11,470

 営業外費用合計 83,677 83,121

経常利益 4,190,794 2,883,126
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           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

特別利益   

 固定資産売却益 ※3  2,526 ※3  1,764

 投資有価証券売却益 13,917 ―

 事業譲渡益 6,960 ―

 特別利益合計 23,403 1,764

特別損失   

 固定資産売却損 ― ※4  8,738

 固定資産除却損 ※5  50,569 ※5  29,177

 減損損失 ※6  2,594,219 ※6  35,300

 災害による損失 ― 25,353

 子会社清算損 ― 541

 特別損失合計 2,644,789 99,111

税金等調整前当期純利益 1,569,408 2,785,779

法人税、住民税及び事業税 1,637,713 1,290,640

法人税等調整額 322,100 △11,535

法人税等合計 1,959,814 1,279,104

当期純利益又は当期純損失（△） △390,405 1,506,675

親会社株主に帰属する当期純利益
又は親会社株主に帰属する当期純損失（△）

△390,405 1,506,675
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【連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△） △390,405 1,506,675

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △12,908 35,107

 為替換算調整勘定 △298,482 △37,422

 その他の包括利益合計 ※  △311,391 ※  △2,315

包括利益 △701,796 1,504,359

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 △701,796 1,504,359
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成27年４月１日　至 平成28年３月31日)　

 (単位：千円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,824,620 2,011,734 23,596,966 △908,000 26,525,320

当期変動額      

剰余金の配当   △770,007  △770,007

親会社株主に帰属

する当期純損失（△）
  △390,405  △390,405

自己株式の取得    △199,183 △199,183

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 ― ― △1,160,412 △199,183 △1,359,596

当期末残高 1,824,620 2,011,734 22,436,553 △1,107,184 25,165,723
 

 

 

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 121,673 1,025,211 1,146,885 27,672,205

当期変動額     

剰余金の配当    △770,007

親会社株主に帰属

する当期純損失（△）
   △390,405

自己株式の取得    △199,183

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
△12,908 △298,482 △311,391 △311,391

当期変動額合計 △12,908 △298,482 △311,391 △1,670,987

当期末残高 108,764 726,729 835,493 26,001,217
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 当連結会計年度(自 平成28年４月１日　至 平成29年３月31日)　

 (単位：千円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,824,620 2,011,734 22,436,553 △1,107,184 25,165,723

当期変動額      

剰余金の配当   △905,545  △905,545

親会社株主に帰属

する当期純利益
  1,506,675  1,506,675

自己株式の取得    △198,593 △198,593

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 ― ― 601,129 △198,593 402,536

当期末残高 1,824,620 2,011,734 23,037,683 △1,305,778 25,568,260
 

 

 

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 108,764 726,729 835,493 26,001,217

当期変動額     

剰余金の配当    △905,545

親会社株主に帰属

する当期純利益
   1,506,675

自己株式の取得    △198,593

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
35,107 △37,422 △2,315 △2,315

当期変動額合計 35,107 △37,422 △2,315 400,220

当期末残高 143,871 689,306 833,177 26,401,438
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 1,569,408 2,785,779

 減価償却費 1,046,056 1,112,259

 減損損失 2,594,219 35,300

 のれん償却額 1,032,030 638,338

 デリバティブ評価損益（△は益） 22,391 29,927

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △47,535 13,100

 賞与引当金の増減額（△は減少） △1,438 9,101

 返品調整引当金の増減額（△は減少） △16,625 △10,881

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △112,011 29,133

 ポイント引当金の増減額（△は減少） △2,071 △1,112

 受取利息及び受取配当金 △41,063 △31,155

 支払利息 46,080 41,723

 為替差損益（△は益） △36,902 △12,048

 投資有価証券売却損益（△は益） △13,917 ―

 固定資産除売却損益（△は益） 48,042 36,150

 事業譲渡損益（△は益） △6,960 ―

 災害による損失 ― 25,353

 子会社清算損益（△は益） ― 541

 売上債権の増減額（△は増加） 128,049 97,698

 たな卸資産の増減額（△は増加） 52,959 △532,852

 仕入債務の増減額（△は減少） 356,487 △63,950

 未払費用の増減額（△は減少） △235,614 336,405

 前受金の増減額（△は減少） 89,054 171,759

 未払消費税等の増減額（△は減少） △623,735 △56,248

 その他 △304,951 △38,615

 小計 5,541,953 4,615,707

 利息及び配当金の受取額 41,063 31,155

 利息の支払額 △45,269 △39,295

 法人税等の支払額 △2,024,796 △1,479,311

 法人税等の還付額 10,658 51,543

 営業活動によるキャッシュ・フロー 3,523,609 3,179,799
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           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △60 △55

 定期預金の払戻による収入 ― 600,000

 有形固定資産の取得による支出 △792,199 △628,189

 有形固定資産の売却による収入 850 7,003

 無形固定資産の取得による支出 △504,936 △593,600

 長期前払費用の取得による支出 △26,714 △16,577

 投資有価証券の取得による支出 ― △499,999

 投資有価証券の売却による収入 23,456 1,651

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得
による支出

※2  △2,085,180 ―

 事業譲受による支出 △8,000 △16,000

 事業譲渡による収入 7,516 ―

 その他 12,208 △51,675

 投資活動によるキャッシュ・フロー △3,373,059 △1,197,443

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の増減額（△は減少） 505,000 945,000

 長期借入れによる収入 1,000,000 900,000

 長期借入金の返済による支出 △1,381,189 △1,783,935

 自己株式の取得による支出 △199,183 △198,593

 配当金の支払額 △770,266 △905,517

 セール・アンド・リースバックによる収入 6,890 176,580

 リース債務の返済による支出 △1,022 △19,667

 財務活動によるキャッシュ・フロー △839,771 △886,134

現金及び現金同等物に係る換算差額 △54,428 △145

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △743,649 1,096,075

現金及び現金同等物の期首残高 12,030,649 11,286,999

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  11,286,999 ※1  12,383,075
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

　

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１　連結の範囲に関する事項

全ての子会社を連結しております。

連結子会社の数　　　　　　14社

株式会社プロトリオス

株式会社プロトソリューション

株式会社プロトメディカルケア

株式会社バイクブロス

PROTO MALAYSIA Sdn. Bhd.

台湾寶路多股份有限公司

株式会社カークレド

株式会社キングスオート

PT. PROTO INDONESIA

株式会社オートウェイ

株式会社タイヤワールド館ベスト

　　　他 3社

PROTO MALAYSIA Sdn. Bhd.の連結子会社であったSMT Media Pte. Ltd.は、平成28年１月21日付で、清算結了した

ため、当連結会計年度より連結の範囲から除外しております。

株式会社プロトリオスの連結子会社であった株式会社アイソリューションズは、平成28年10月１日付で、当社の

連結子会社である株式会社プロトデータセンターを存続会社とする吸収合併により消滅したため、当連結会計年度

より連結の範囲から除外しております。なお、同日付で、株式会社プロトデータセンターは株式会社プロトソ

リューションへ商号変更しております。

なお、PT. PROTO INDONESIAは清算手続き中であります。

 
２　持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

　

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

PROTO MALAYSIA Sdn. Bhd.、台湾寶路多股份有限公司、PT. PROTO INDONESIA、CAR CREDO MALAYSIA SDN. BHD.の

決算日は12月31日であります。連結財務諸表を作成するにあたって同日現在の財務諸表を使用しており、連結決算

日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

　

EDINET提出書類

株式会社プロトコーポレーション(E05210)

有価証券報告書

 60/106



 

４　会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

②たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

a　商品

主として個別法による原価法及び移動平均法による原価法

b　製品

個別法による原価法

c　仕掛品

個別法による原価法

d　原材料

個別法による原価法

e　貯蔵品

最終仕入原価法による原価法

③デリバティブ

時価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産(リース資産を除く）

建物（建物附属設備を除く）

a　平成10年３月31日以前に取得したもの

旧定率法

b　平成10年４月１日から平成19年３月31日までに取得したもの

旧定額法

c　平成19年４月１日以降に取得したもの

定額法

建物以外

a　平成19年３月31日以前に取得したもの

旧定率法

b　平成19年４月１日以降に取得したもの

定率法

ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　６～50年

取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間均等償却によっております。
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②無形固定資産(リース資産を除く)

定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

自社利用のソフトウエア　　５年

販売用のソフトウエア　　　３年

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②返品調整引当金

返品による損失に備えるため、売上高に対する過去の返品率に基づき、返品損失見込額を計上しております。

③賞与引当金

一部の連結子会社におきましては、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会

計年度負担額を計上しております。

④返金引当金

人材紹介手数料の返金負担に備えるため、過去の返金実績率に基づき、返金損失見込額を計上しております。

⑤ポイント引当金

将来のポイント利用に係る費用発生に備えるため、ポイント使用実績率に基づき、ポイント利用見積額を計上

しております。

⑥役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく連結会計年度末要支給額を計上しております。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の資産及び負債は、各社決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用

は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

(5) のれんの償却方法及び償却期間

投資効果の発現する期間を合理的に見積り、20年以内の合理的な期間で均等償却する方法によっております。

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、要求払預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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(会計方針の変更)

(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備

及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ6,401千円増加してお

ります。

　

(表示方法の変更)

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度において、「流動負債」の「その他」に含めていた「未払費用」は、金額的重要性が増したた

め、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計

年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」に表示していた「その他」4,553,107千円

は、「未払費用」1,852,007千円、「その他」2,701,100千円として組み替えております。

　

(追加情報)

(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当連

結会計年度から適用しております。
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(連結貸借対照表関係)

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

現金及び預金 80,763千円 70,771千円

建物及び構築物 1,150,198千円 830,648千円

土地 957,205千円 550,610千円

合計 2,188,166千円 1,452,030千円
 

　

担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

短期借入金 400,000千円 600,000千円

１年内返済予定の長期借入金 233,244千円 169,180千円

長期借入金 1,073,606千円 701,825千円

合計 1,706,850千円 1,471,005千円
 

　

※２　当座貸越契約

当社の連結子会社である株式会社オートウェイ、株式会社キングスオート、株式会社タイヤワールド館ベスト

において、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行10行と当座貸越契約を締結しております。これらの契約

に基づく連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

当座貸越極度額 6,100,000千円 6,300,000千円

借入実行残高 2,905,000千円 3,850,000千円

差引額 3,195,000千円 2,450,000千円
 

　

※３　減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示しております。

 
　４　偶発債務

当社は、株式会社キングスオート元取締役より株式売買代金の未払金１億８千万円の支払いを求める提訴を受

けましたが、当社といたしましては、株式売買契約書に基づき、当該未払金債務を同氏の当社に対する損害賠償

債務額と相殺しております。

なお、平成29年５月24日付で和解が成立しました。詳細は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事

項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。
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(連結損益計算書関係)

※１　売上原価に含まれるたな卸資産評価損

期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれてお

ります。

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

 74,905千円 117,234千円
 

 

※２　一般管理費に含まれる研究開発費の総額

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

 97,399千円 56,518千円
 

　

※３　固定資産売却益の内容

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

車両運搬具 2,352千円 1,761千円

工具、器具及び備品 174千円 2千円

合計 2,526千円 1,764千円
 

　

※４　固定資産売却損の内容

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

建物及び構築物 ― 千円 3,924千円

車両運搬具 ― 千円 31千円

土地 ― 千円 4,782千円

合計 ― 千円 8,738千円
 

　

※５　固定資産除却損の内容

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

撤去費用 9,310千円 1,467千円

建物及び構築物 24,289千円 4,881千円

車両運搬具 0千円 13千円

機械及び装置 ― 千円 289千円

工具、器具及び備品 1,133千円 1,236千円

ソフトウエア 14,599千円 21,288千円

ソフトウエア仮勘定 1,237千円 ― 千円

合計 50,569千円 29,177千円
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※６　減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

(1) 減損損失を認識した主な資産グループ

場所 用途 種類 減損損失

福岡県京都郡苅田町
自動車関連事業

（本社施設等）

建物及び構築物 70,634千円

工具、器具及び備品 1,620千円

台湾台北市
自動車関連事業

（事業用資産等）

のれん 285,904千円

商標権 171,091千円

ソフトウエア 21,386千円

浜松市東区 自動車関連事業 のれん 154,076千円

マレーシア

クアラルンプール
自動車関連事業 のれん 1,889,505千円

 

(2) 減損損失を認識するに至った経緯

①連結子会社である株式会社オートウェイにおいて、本社社屋等を建替えるため、既存の本社社屋等を取り壊

す決議をしたことに伴い、帳簿価額を減損損失として計上しております。

②連結子会社である台湾寶路多股份有限公司において、自動車情報メディア事業を譲受けた際に、譲受資産で

ある商標権、ソフトウエア、超過収益力を前提としたのれんを計上しておりましたが、事業譲受け時の事業計画

を見直した結果、当初想定していた収益の達成は困難であると判断したことから、帳簿価額を減損損失として計

上しております。

③連結子会社である株式会社キングスオートを子会社化した際に超過収益力を前提にのれんを計上しておりま

したが、前連結会計年度において、当初想定していた収益の達成に遅れが生じており、計画値の達成に時間を要

すると判断したことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額しておりました。当連結会計年度において、仕向国

の関税政策の変更及び競合環境の激化等により、前連結会計年度に想定した事業計画を下回ることとなったこと

から、帳簿価額を減損損失として計上しております。

④連結子会社であるPROTO MALAYSIA Sdn. Bhd.を子会社化した際に超過収益力を前提にのれんを計上しており

ましたが、取得時の事業計画を見直した結果、当初想定していた収益の達成が困難であると判断したことから、

帳簿価額を減損損失として計上しております。

(3) 減損損失の金額及び主な固定資産の種類ごとの当該金額の内訳

建物及び構築物 70,634千円

工具、器具及び備品 1,620千円

のれん 2,329,486千円

商標権 171,091千円

ソフトウエア 21,386千円

合計 2,594,219千円
 

(4) 資産のグルーピングの方法

当社は、資産のグルーピングに際し、主に管理会計上の区分をキャッシュ・フローを生み出す最小の単位とし

て捉え、その単位を基礎にグルーピングする方法を採用しております。

(5) 回収可能価額の算定方法

回収可能価額の算定にあたっては、使用価値を零として算定しております。
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当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

(1) 減損損失を認識した主な資産グループ

場所 用途 種類 減損損失

東京都文京区
自動車関連事業

（事業用資産等）
ソフトウエア 35,300千円

 

(2) 減損損失を認識するに至った経緯

当社のGooPit事業において、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであるため、帳簿価額を減損損失と

して計上しております。

(3) 減損損失の金額及び主な固定資産の種類ごとの当該金額の内訳

ソフトウエア 35,300千円

合計 35,300千円
 

(4) 資産のグルーピングの方法

当社は、資産のグルーピングに際し、主に管理会計上の区分をキャッシュ・フローを生み出す最小の単位とし

て捉え、その単位を基礎にグルーピングする方法を採用しております。

(5) 回収可能価額の算定方法

回収可能価額の算定にあたっては、使用価値を零として算定しております。
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(連結包括利益計算書関係)

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

その他有価証券評価差額金   

当期発生額 △8,742千円 50,491千円

組替調整額 △13,917千円 ― 千円

税効果調整前 △22,659千円 50,491千円

税効果額 9,751千円 △15,384千円

その他有価証券評価差額金 △12,908千円 35,107千円

為替換算調整勘定   

当期発生額 △298,482千円 △37,422千円

組替調整額 ― 千円 ― 千円

税効果調整前 △298,482千円 △37,422千円

税効果額 ― 千円 ― 千円

為替換算調整勘定 △298,482千円 △37,422千円

その他の包括利益合計 △311,391千円 △2,315千円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 20,940,000 ― ― 20,940,000
 

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 617,370 118,560 ― 735,930
 

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 160株

　平成27年８月18日の取締役会決議に基づく自己株式の市場買付けによる増加 　118,400株

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年５月８日
取締役会

普通株式 386,129 19.00 平成27年３月31日 平成27年６月５日

平成27年10月30日
取締役会

普通株式 383,877 19.00 平成27年９月30日 平成27年11月19日
 

　

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年５月13日
取締役会

普通株式 利益剰余金 404,081 20.00 平成28年３月31日 平成28年６月８日
 

　

EDINET提出書類

株式会社プロトコーポレーション(E05210)

有価証券報告書

 69/106



 

当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 20,940,000 ― ― 20,940,000
 

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 735,930 145,500 ― 881,430
 

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　平成28年５月13日の取締役会決議に基づく自己株式の市場買付けによる増加 　145,500株

 
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年５月13日
取締役会

普通株式 404,081 20.00 平成28年３月31日 平成28年６月８日

平成28年10月28日
取締役会

普通株式 501,464 25.00 平成28年９月30日 平成28年11月21日
 

　

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年５月10日
取締役会

普通株式 利益剰余金 501,464 25.00 平成29年３月31日 平成29年６月６日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

現金及び預金勘定 11,688,003千円 12,784,134千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金等

△401,004千円 △401,059千円

現金及び現金同等物 11,286,999千円 12,383,075千円
 

　

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度に株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

株式会社タイヤワールド館ベスト 　

流動資産 1,147,263千円

固定資産 160,198千円

流動負債 △1,192,982千円

固定負債 △20,838千円

のれん 1,705,357千円

株式取得価額 1,799,000千円

被買収会社の現金及び現金同等物 △258,342千円

連結範囲の変更を伴う子会社株式

の取得による支出
△1,540,657千円

 

　

株式会社丸冨士 　

流動資産 242,051千円

固定資産 42,869千円

流動負債 △163,095千円

固定負債 △153,891千円

のれん 557,064千円

株式取得価額 525,000千円

被買収会社の現金及び現金同等物 △114,153千円

連結範囲の変更を伴う子会社株式

の取得による支出
△410,846千円

 

　

株式会社シルバーはあと 　

流動資産 55,569千円

固定資産 10,241千円

流動負債 △27,722千円

固定負債 △28,912千円

のれん 140,823千円

株式取得価額 150,000千円

被買収会社の現金及び現金同等物 △16,323千円

連結範囲の変更を伴う子会社株式

の取得による支出
△133,676千円

 

　

(リース取引関係)

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(金融商品関係)

１　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については 「営業活動によるキャッ

シュ・フロー」の増加により得られた資金にて充当しておりますが、大規模な設備投資あるいは新規事業展開等

に伴い、多額の資金需要が発生した場合には、銀行借入、ファイナンス等による資金調達を行うこととしており

ます。

また、デリバティブは、リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

　

(2) 金融商品の内容及びそのリスクならびにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに

関しては社内規程に従い、取引先ごとに期日及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用情報を定期的に把

握する体制としております。

投資有価証券は、主に格付の高い債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり市場リスクに晒されており

ます。当該リスクに関しては、定期的に時価や発行体の財政状態を把握しております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。

借入金は、主に運転資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、10年以内であります。資金調達

に係る流動性リスクについては、適時に資金計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などによりリス

クを軽減しております。

デリバティブ取引は、一部の連結子会社における為替予約取引であり、執行・管理については、取引権限を定

めた社内規程に従うこととしております。

また、利用に当たっては、信用リスクを軽減するため、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

　

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には、合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を利用することに

より、当該価額が変動することもあります。

　

２　金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注）２を参照ください。）。

　

前連結会計年度(平成28年３月31日）

 
連結貸借対照表
計上額（千円）

時価(千円） 差額(千円)

(1)現金及び預金 11,688,003 11,688,003 ―

(2)受取手形及び売掛金 4,980,004 4,980,004 ―

(3)電子記録債権 6,300 6,300 ―

(4)投資有価証券    

　 その他有価証券 348,544 348,544 ―

　資産計 17,022,852 17,022,852 ―

(1)支払手形及び買掛金 2,194,004 2,194,004 ―

(2)短期借入金 2,905,000 2,905,000 ―

(3)長期借入金 3,713,029 3,745,211 32,181

　負債計 8,812,034 8,844,215 32,181

　デリバティブ取引 19,432 19,432 ―
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当連結会計年度(平成29年３月31日）

 
連結貸借対照表
計上額（千円）

時価(千円） 差額(千円)

(1)現金及び預金 12,784,134 12,784,134 ―

(2)受取手形及び売掛金 4,857,295 4,857,295 ―

(3)電子記録債権 20,040 20,040 ―

(4)投資有価証券    

　 その他有価証券 399,035 399,035 ―

　資産計 18,060,505 18,060,505 ―

(1)支払手形及び買掛金 2,127,447 2,127,447 ―

(2)短期借入金 3,850,000 3,850,000 ―

(3)長期借入金 2,829,094 2,844,522 15,428

　負債計 8,806,541 8,821,970 15,428

　デリバティブ取引 4,482 4,482 ―
 

(注) １　金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

　（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金、（3）電子記録債権

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

　（4）投資有価証券

これらの時価については、取引所の価格又は取引金融機関からの提示価格によっております。また、保

有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」の注記をご参照ください。

負債

　（1）支払手形及び買掛金、（2）短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

　（3）長期借入金

長期借入金は、１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。長期借入金の時価は、元利金の合計額

を、同様の新規借入れを行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引

　 注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。

　 なお、デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

　

２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額
(単位：千円)

区分
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

非上場株式 1,059 501,059
 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4)投

資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。
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３　金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　前連結会計年度(平成28年３月31日)

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
(千円)

現金及び預金 11,688,003 ― ― ―

受取手形及び売掛金 4,980,004 ― ― ―

電子記録債権 6,300 ― ― ―

合計 16,674,308 ― ― ―
 

 
　当連結会計年度(平成29年３月31日)

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
(千円)

現金及び預金 12,784,134 ― ― ―

受取手形及び売掛金 4,857,295 ― ― ―

電子記録債権 20,040 ― ― ―

合計 17,661,470 ― ― ―
 

 
４　短期借入金及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　前連結会計年度(平成28年３月31日)

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 2,905,000 ― ― ― ― ―

長期借入金 1,189,875 776,315 595,032 437,967 265,673 448,167

合計 4,094,875 776,315 595,032 437,967 265,673 448,167
 

 
　当連結会計年度(平成29年３月31日)

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 3,850,000 ― ― ― ― ―

長期借入金 738,435 557,112 458,743 384,377 301,149 389,278

合計 4,588,435 557,112 458,743 384,377 301,149 389,278
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(有価証券関係)

前連結会計年度(平成28年３月31日)

１　その他有価証券（平成28年３月31日現在）

 種類
連結貸借対照表
計上額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1) 株式 348,544 192,143 156,400

(2) 債券    

　①国債・地方債等 ― ― ―

　②社債 ― ― ―

　③その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 348,544 192,143 156,400

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1) 株式 ― ― ―

(2) 債券    

　①国債・地方債等 ― ― ―

　②社債 ― ― ―

　③その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 348,544 192,143 156,400
 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額1,059千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

　株式 25,230 13,917 ―
 

　

３　減損処理を行った有価証券

該当事項はありません。

　なお、減損処理にあたっては、年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理

を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められる額について減損処理を行っ

ております。
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当連結会計年度(平成29年３月31日)

１　その他有価証券（平成29年３月31日現在）

 種類
連結貸借対照表
計上額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1) 株式 399,035 192,143 206,891

(2) 債券    

　①国債・地方債等 ― ― ―

　②社債 ― ― ―

　③その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 399,035 192,143 206,891

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1) 株式 ― ― ―

(2) 債券    

　①国債・地方債等 ― ― ―

　②社債 ― ― ―

　③その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 399,035 192,143 206,891
 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額501,059千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

該当事項はありません。

　

３　減損処理を行った有価証券

該当事項はありません。

　なお、減損処理にあたっては、年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理

を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められる額について減損処理を行っ

ております。
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(デリバティブ取引関係)

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　通貨関連

前連結会計年度(平成28年３月31日)

区分 種類
契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

市場取
引以外
の取引

通貨オプション取引     

　売建プット     

　　米ドル 436,500 87,300 △809 20,389

　買建コール     

　　米ドル 145,500 29,100 18,642 16,522

為替予約取引     

　買建     

　　米ドル 3,820 ― 1,599 1,599

合計 585,820 116,400 19,432 38,511
 

（注）時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

　

当連結会計年度(平成29年３月31日)

区分 種類
契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

市場取
引以外
の取引

通貨オプション取引     

　売建プット     

　　米ドル 87,300 ― 0 4,490

　買建コール     

　　米ドル 29,100 ― 4,482 4,092

為替予約取引     

　買建     

　　米ドル ― ― ― ―

合計 116,400 ― 4,482 8,583
 

（注）時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

 
(退職給付関係)

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

当社グループには退職給付制度がないため、該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

当社グループには退職給付制度がないため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)

当連結会計年度

(平成29年３月31日)

繰延税金資産   

繰越欠損金 146,224千円 236,209千円

減損損失累計額 267,933千円 264,956千円

減価償却超過額 9,600千円 9,731千円

資産除去債務 66,193千円 56,885千円

役員退職慰労引当金 74,815千円 78,467千円

未払事業税 48,362千円 38,874千円

投資等評価損 101,344千円 103,610千円

返品調整引当金 16,990千円 10,828千円

貸倒引当金 13,694千円 21,091千円

商品評価損 22,606千円 29,586千円

その他 124,800千円 152,758千円

繰延税金資産小計 892,565千円 1,003,000千円

評価性引当額 △496,096千円 △616,532千円

繰延税金資産合計 396,469千円 386,467千円

   

繰延税金負債   

資産除去債務資産計上額 △46,825千円 △39,778千円

特別償却準備金認容額 △49,241千円 △36,884千円

その他有価証券評価差額金 △47,655千円 △63,038千円

繰延税金負債合計 △143,722千円 △139,701千円

繰延税金資産の純額 252,747千円 246,766千円
 

 

（注）前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれ

ております。

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

流動資産―繰延税金資産 183,125千円 178,184千円

固定資産―繰延税金資産 118,660千円 106,387千円

流動負債―その他 ― 千円 ― 千円

固定負債―その他 △49,039千円 △37,805千円
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２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

　　なった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

法定実効税率 32.8％ 30.7％

（調 整）   

のれん償却 19.4 6.7

株式取得関連費用 1.3 ―

住民税均等割等 4.3 2.4

交際費等永久に損金算入されない項目 1.6 1.0

繰越欠損金 2.2 3.2

投資有価証券評価損 6.8 ―

減損損失 50.5 0.0

貸倒引当金 △1.5 0.3

法人税額の特別控除税額 △0.3 △0.3

連結子会社との適用税率の差異 7.0 0.4

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.7 ―

その他 0.1 1.5

税効果適用後の法人税等の負担率 124.9 45.9
 

 
 

(企業結合等関係)

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

（1）当該資産除去債務の概要

屋外広告看板における撤去費用等であります。

 
（2）当該資産除去債務の金額の算定方法

使用可能見込期間を法定耐用年数とし、割引率は当該使用見込期間に見合う国債の流通利回りを使用して資

産除去債務の金額を算定しております。

 
（3）当該資産除去債務の総額の増減

 前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

期首残高 53,497千円 215,618千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 166,061千円 ― 千円

時の経過による調整額 1,167千円 1,439千円

資産除去債務の履行による減少額 △13,692千円 △31,050千円

その他増減額（△は減少） 8,584千円 ― 千円

期末残高 215,618千円 186,007千円
 

　

(賃貸等不動産関係)

当社では、愛知県その他の地域において、賃貸用のオフィスビル及び賃貸住宅を有しております。

平成28年３月期における当該賃貸等不動産に係る賃貸損益は39,140千円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は

売上原価に計上）であります。

平成29年３月期における当該賃貸等不動産に係る賃貸損益は65,144千円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は

売上原価に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は以下のとおりであります。

(単位：千円)

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日

　　至　平成29年３月31日）

連結貸借対照表計上額

期首残高 1,658,297 1,688,929

期中増減額 30,631 1,472,299

期末残高 1,688,929 3,161,228

期末時価 1,665,230 3,156,015
 

(注) １　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２　当連結会計年度の主な増加は、事業用資産の一部を賃貸へ転用したことによるものであります。

３　期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を

行ったものを含む。）であります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、主に自動車ならびに生活に関連する情報を収集・整理・分類し、有用な情報コンテンツに加工

した上で、当社グループのメディアを通じて消費者ならびに法人企業の皆様に提供するとともに、法人企業の事業

運営を支援する関連サービスの提供を行っております。従って、当社グループはこの情報コンテンツを基にセグメ

ントが構成されており、「自動車関連情報」、「生活関連情報」、「不動産」及び「その他」の４つを報告セグメ

ントとしております。なお、各報告セグメントに含まれる主要品目は、以下のとおりであります。

報告セグメント 主要品目等

自動車関連情報

クルマ・ポータルサイト「グーネット」

クルマ情報誌「Goo」、輸入車情報誌「GooWORLD」

バイク情報誌「GooBike」、クルマパーツ情報誌「GooParts」

バイク専門誌「ROAD RIDER」

カーメンテナンス専門サイト「GooPit」

バイク専門ポータルサイト「BikeBros.」

「週刊オークション情報」、中古車データ検索システム「データライン」

「月刊ボデーショップレポート」、鈑金塗装見積りシステム「モレノン NEXT」

自動車整備業マネジメントシステム「SuperATOM3 NEXT」、「PIT3 NEXT」

自動車整備業鈑金統合システム「ラクロス」

中古車輸出事業

タイヤ・ホイール等の販売

生活関連情報

介護の総合検索サイト「オアシスナビ×ハートぺージ」

医療・介護・福祉の求人転職サイト「介護求人ナビ」

看護師専門求人サイト「ナースエージェント」

看護師専門の転職支援サービス「Medical Cubic」

介護保険のガイドブック「ハートページ」

福祉用具貸与・販売

趣味・資格の情報検索サイト「グースクール」

買取価格比較検索サイト「おいくら」

不動産 賃貸等不動産の保全・管理

その他

BPO（ビジネスプロセスアウトソーシング）

太陽光発電

ソフトウエア開発・販売等
 

　

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。

会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構

築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更したため、事業セグメントの減価償却の方法を同様に変更して

おります。

当該変更により、従来の方法に比べて、当連結会計年度の「自動車関連情報」のセグメント利益が5,295千円増加

し、「生活関連情報」のセグメント利益が423千円増加し、「不動産」のセグメント利益が682千円増加しておりま

す。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

(単位：千円)

 

報告セグメント
調整額

(注)1

連結財務諸表

計上額

(注)2
自動車

関連情報

生活

関連情報
不動産 その他 計

売上高        

　外部顧客への売上高 49,486,033 3,466,318 162,294 1,182,607 54,297,253 ― 54,297,253

　セグメント間の内部

　売上高又は振替高
27,922 1,557 231,604 237,296 498,381 △498,381 ―

計 49,513,956 3,467,875 393,899 1,419,904 54,795,635 △498,381 54,297,253

　 セグメント利益

　 又は損失（△）
5,277,057 307,117 109,191 △66,904 5,626,461 △1,554,701 4,071,759

セグメント資産 23,592,993 2,445,585 5,038,956 1,172,081 32,249,618 8,636,379 40,885,997

その他の項目        

　減価償却費 634,600 61,182 140,329 114,282 950,395 95,660 1,046,056

　有形固定資産及び

　無形固定資産の増加額
894,332 62,888 4,233 250,576 1,212,030 49,238 1,261,268

 

(注) １　調整額は以下のとおりであります。

(1)　セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,554,701千円には、セグメント間取引消去△30,922千円、各報

告セグメントに配分していない全社費用△1,523,779千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグ

メントに帰属しない一般管理費であります。

(2)　セグメント資産の調整額8,636,379千円は、報告セグメントに配分されていない全社資産であります。全社

資産は、主に親会社の余剰運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（長期預金、投資有価証券及び出資

金）等であります。

(3)　有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額49,238千円は、主に本社設備に係る資本的支出でありま

す。

２　セグメント利益又は損失（△）は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

(単位：千円)

 

報告セグメント
調整額

(注)1

連結財務諸表

計上額

(注)2
自動車

関連情報

生活

関連情報
不動産 その他 計

売上高        

　外部顧客への売上高 51,025,558 4,236,350 187,384 1,268,635 56,717,929 ― 56,717,929

　セグメント間の内部

　売上高又は振替高
25,040 350 233,521 443,956 702,868 △702,868 ―

計 51,050,599 4,236,700 420,905 1,712,591 57,420,797 △702,868 56,717,929

　 セグメント利益

　 又は損失（△）
3,939,136 478,664 147,238 △136,016 4,429,021 △1,633,235 2,795,786

セグメント資産 25,234,832 2,585,771 3,796,456 1,358,402 32,975,463 8,959,081 41,934,545

その他の項目        

　減価償却費 754,679 75,900 38,971 164,342 1,033,892 78,366 1,112,259

　有形固定資産及び

　無形固定資産の増加額
1,209,397 64,455 10,669 1,808 1,286,330 32,853 1,319,183

 

(注) １　調整額は以下のとおりであります。

(1)　セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,633,235千円には、セグメント間取引消去△32,034千円、各報

告セグメントに配分していない全社費用△1,601,200千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグ

メントに帰属しない一般管理費であります。

(2)　セグメント資産の調整額8,959,081千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。全社

資産は、主に親会社の余剰運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券及び出資金）等であ

ります。

(3)　有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額32,853千円は、主に本社設備に係る資本的支出でありま

す。

２　セグメント利益又は損失（△）は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

　

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。

　

当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

(単位：千円)

日本 海外 合計

50,971,644 5,746,285 56,717,929
 

(注) １　売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地城に分類しております。

２　海外売上高につきましては、主に中古車輸出事業におけるアジア諸国向けの売上であります。

　

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

　

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

(単位：千円)

 

報告セグメント

調整額 合計
自動車
関連情報

生活
関連情報

不動産 その他 計

減損損失 2,594,219 ― ― ― 2,594,219 ― 2,594,219
 

 

当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

(単位：千円)

 

報告セグメント

調整額 合計
自動車
関連情報

生活
関連情報

不動産 その他 計

減損損失 35,300 ― ― ― 35,300 ― 35,300
 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

(単位：千円)

 

報告セグメント

調整額 合計
自動車
関連情報

生活
関連情報

不動産 その他 計

当期償却額 933,514 82,519 ― 15,996 1,032,030 ― 1,032,030

当期末残高 3,871,678 785,403 ― 71,983 4,729,065 ― 4,729,065
 

　

当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

(単位：千円)

 

報告セグメント

調整額 合計
自動車
関連情報

生活
関連情報

不動産 その他 計

当期償却額 504,372 117,969 ― 15,996 638,338 ― 638,338

当期末残高 3,367,306 683,433 ― 55,986 4,106,727 ― 4,106,727
 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)ならびに当連結会計年度(自　平成28年４月１

日　至　平成29年３月31日)

該当事項はありません。

　

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)ならびに当連結会計年度(自　平成28年４月１

日　至　平成29年３月31日)

該当事項はありません。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)ならびに当連結会計年度(自　平成28年４月１

日　至　平成29年３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

１株当たり純資産額 1,286円93銭 1,316円22銭

１株当たり当期純利益金額又は
１株当たり当期純損失金額（△）

△19円28銭 75円02銭
 

(注) １　当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。なお、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり

当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２　１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

　　親会社株主に帰属する当期純利益又は
　　親会社株主に帰属する当期純損失（△）

(千円) △390,405 1,506,675

　　普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益又は
普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

(千円) △390,405 1,506,675

　　普通株式の期中平均株式数 (千株) 20,249 20,082
 

　

３　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度末
(平成28年３月31日)

当連結会計年度末
(平成29年３月31日)

　　純資産の部の合計額 (千円) 26,001,217 26,401,438

　　普通株式に係る期末の純資産額 (千円) 26,001,217 26,401,438

　　普通株式の発行済株式数 (千株) 20,940 20,940

　　普通株式の自己株式数 (千株) 735 881

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た期末の普通株式の数

(千株) 20,204 20,058
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(重要な後発事象)

(和解による訴訟の解決に関する事項)

株式会社キングスオート元取締役（以下、原告）より提訴されていた株式売買残代金請求訴訟及びこれに対す

る当社からの損害賠償請求反訴（以下、本件訴訟という）について、平成29年５月24日付で和解が成立しまし

た。当社は原告に対し、本件和解金として１億円を支払い、原告は、当社及び当社連結子会社に対するその余の

請求を、当社は原告に対する反訴請求をそれぞれ放棄します。

本件訴訟は、原告が平成24年４月１日付で当社と締結した株式売買契約に係る株式売買残代金１億８千万円の

支払いを求めるものであり、当社は、当該提訴を受けて原告の任務懈怠による損害賠償請求反訴を提起したもの

です。

当社は、これまでの本件訴訟の手続きにおいて、原告（反訴被告、以下同じ）の主張に誤りがあり、原告の責

めに帰すべき事由（任務懈怠）は明らかであり、株式売買残代金債務と損害賠償債務額を相殺することが相当で

あると主張してまいりましたが、今般、名古屋高等裁判所から本件訴訟について和解の提案がありました。

当社は原告の主張を認めるものではないものの、本件訴訟が長期化する可能性を考慮し、今後生じることとな

る経済的・人的コストの負担等を総合的に考慮し、裁判所の和解案に応じることが合理的であると判断するに至

りました。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 2,905,000 3,850,000 0.26 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,189,875 738,435 0.49 ―

１年以内に返済予定のリース債務 12,634 42,386 1.09 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

2,523,154 2,090,659 0.52 平成30年～平成37年

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

8,736 247,044 1.09 平成30年～平成35年

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 6,639,400 6,968,525 ― ―
 

(注) １　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの

返済予定額の総額

区分
１年超２年以内

(千円)
２年超３年以内

(千円)
３年超４年以内

(千円)
４年超５年以内

(千円)

長期借入金 557,112 458,743 384,377 301,149

リース債務 51,267 51,405 50,766 34,164
 

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (千円) 13,228,398 26,399,056 42,390,221 56,717,929

税金等調整前
四半期（当期）純利益
金額

(千円) 850,908 1,279,744 2,539,183 2,785,779

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益
金額

(千円) 500,176 702,275 1,459,743 1,506,675

１株当たり
四半期（当期）純利益
金額

(円) 24.84 34.93 72.66 75.02

 

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり
四半期純利益金額

(円) 24.84 10.08 37.76 2.34
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 6,044,274 7,039,058

  受取手形 60,810 43,713

  電子記録債権 6,300 20,040

  売掛金 ※1  1,959,132 ※1  1,896,251

  未収入金 3,861 6,126

  商品及び製品 425 4,430

  仕掛品 54,876 31,519

  原材料及び貯蔵品 4,753 9,049

  前渡金 ― 55,025

  前払費用 192,966 176,873

  繰延税金資産 46,568 26,410

  その他 ※1  14,697 ※1  36,111

  貸倒引当金 △250 △226

  流動資産合計 8,388,416 9,344,383

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 3,288,933 3,149,469

   構築物（純額） 348,102 294,893

   機械及び装置（純額） 194,419 139,713

   車両運搬具（純額） 7,157 9,407

   工具、器具及び備品（純額） 48,536 32,789

   土地 3,727,137 3,723,427

   有形固定資産合計 7,614,286 7,349,701

  無形固定資産   

   借地権 236,695 236,695

   ソフトウエア 1,402,714 1,119,847

   電話加入権 23,818 23,818

   水道施設利用権 879 791

   ソフトウエア仮勘定 17,712 36,652

   無形固定資産合計 1,681,819 1,417,804

  投資その他の資産   

   投資有価証券 348,997 899,488

   関係会社株式 10,223,469 9,991,847

   出資金 40 40

   破産更生債権等 2,091 4,303

   長期前払費用 8,994 8,718

   繰延税金資産 82,415 76,179

   敷金及び保証金 96,857 92,535

   長期預金 600,000 ―

   その他 3,769 3,969

   貸倒引当金 △2,091 △4,303

   投資その他の資産合計 11,364,543 11,072,777

  固定資産合計 20,660,650 19,840,283

 資産合計 29,049,066 29,184,667
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 ※1  434,877 ※1  313,334

  未払金 ※1  59,164 ※1  57,303

  未払費用 ※1  1,326,349 ※1  1,573,318

  未払法人税等 522,302 215,489

  前受金 449,652 500,229

  預り金 135,050 153,160

  返品調整引当金 29,020 24,639

  その他 150,169 108,870

  流動負債合計 3,106,585 2,946,345

 固定負債   

  役員退職慰労引当金 225,640 240,740

  資産除去債務 169,905 175,601

  その他 65,524 74,131

  固定負債合計 461,070 490,472

 負債合計 3,567,656 3,436,818

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,824,620 1,824,620

  資本剰余金   

   資本準備金 2,011,536 2,011,536

   その他資本剰余金 198 198

   資本剰余金合計 2,011,734 2,011,734

  利益剰余金   

   利益準備金 254,155 254,155

   その他利益剰余金   

    別途積立金 18,200,000 18,200,000

    繰越利益剰余金 4,189,340 4,619,264

   利益剰余金合計 22,643,495 23,073,419

  自己株式 △1,107,184 △1,305,778

  株主資本合計 25,372,665 25,603,996

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 108,745 143,852

  評価・換算差額等合計 108,745 143,852

 純資産合計 25,481,410 25,747,848

負債純資産合計 29,049,066 29,184,667
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②【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当事業年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

売上高 ※1  24,875,584 ※1  25,726,162

売上原価 ※1  12,245,270 ※1  12,925,364

売上総利益 12,630,314 12,800,798

 返品調整引当金戻入額 35,206 29,020

 返品調整引当金繰入額 29,020 24,639

差引売上総利益 12,636,500 12,805,179

販売費及び一般管理費 ※1、2  8,561,924 ※1、2  10,352,772

営業利益 4,074,576 2,452,407

営業外収益   

 受取利息 2,458 689

 受取配当金 ※1  150,233 ※1  100,539

 古紙売却収入 22,221 21,397

 その他 ※1  29,502 18,258

 営業外収益合計 204,416 140,884

営業外費用   

 支払利息 906 123

 自己株式取得費用 1,328 1,643

 その他 724 4,379

 営業外費用合計 2,959 6,145

経常利益 4,276,033 2,587,145

特別利益   

 投資有価証券売却益 13,917 ―

 事業譲渡益 6,460 ―

 特別利益合計 20,377 ―

特別損失   

 固定資産売却損 ― 2,815

 固定資産除却損 24,557 17,242

 減損損失 ― 35,983

 関係会社株式評価損 3,050,957 371,622

 特別損失合計 3,075,514 427,665

税引前当期純利益 1,220,895 2,159,480

法人税、住民税及び事業税 1,281,000 813,000

法人税等調整額 506,181 11,010

法人税等合計 1,787,181 824,010

当期純利益又は当期純損失（△） △566,285 1,335,470
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成27年４月１日　至 平成28年３月31日)　

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 1,824,620 2,011,536 198 2,011,734 254,155 21,500,000 2,225,633 23,979,788

当期変動額         

剰余金の配当       △770,007 △770,007

別途積立金の積立      1,700,000 △1,700,000 ―

別途積立金の取崩      △5,000,000 5,000,000 ―

当期純損失（△）       △566,285 △566,285

自己株式の取得         

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
        

当期変動額合計 ― ― ― ― ― △3,300,000 1,963,707 △1,336,292

当期末残高 1,824,620 2,011,536 198 2,011,734 254,155 18,200,000 4,189,340 22,643,495
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △908,000 26,908,142 121,653 121,653 27,029,796

当期変動額      

剰余金の配当  △770,007   △770,007

別途積立金の積立  ―   ―

別途積立金の取崩  ―   ―

当期純損失（△）  △566,285   △566,285

自己株式の取得 △199,183 △199,183   △199,183

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
  △12,908 △12,908 △12,908

当期変動額合計 △199,183 △1,535,476 △12,908 △12,908 △1,548,385

当期末残高 △1,107,184 25,372,665 108,745 108,745 25,481,410
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 当事業年度(自 平成28年４月１日　至 平成29年３月31日)　

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 1,824,620 2,011,536 198 2,011,734 254,155 18,200,000 4,189,340 22,643,495

当期変動額         

剰余金の配当       △905,545 △905,545

別途積立金の積立      ― ― ―

別途積立金の取崩      ― ― ―

当期純利益       1,335,470 1,335,470

自己株式の取得         

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
        

当期変動額合計 ― ― ― ― ― ― 429,924 429,924

当期末残高 1,824,620 2,011,536 198 2,011,734 254,155 18,200,000 4,619,264 23,073,419
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △1,107,184 25,372,665 108,745 108,745 25,481,410

当期変動額      

剰余金の配当  △905,545   △905,545

別途積立金の積立  ―   ―

別途積立金の取崩  ―   ―

当期純利益  1,335,470   1,335,470

自己株式の取得 △198,593 △198,593   △198,593

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
  35,107 35,107 35,107

当期変動額合計 △198,593 231,331 35,107 35,107 266,438

当期末残高 △1,305,778 25,603,996 143,852 143,852 25,747,848
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

　

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式　………………… 移動平均法による原価法

その他有価証券  

・時価のあるもの　………… 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの　………… 移動平均法による原価法
 

 
２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

商　　　　　　品　………… 個別法による原価法

製　　　　　　品　………… 個別法による原価法

仕　　 掛 　　品　………… 個別法による原価法

原　　 材 　　料　………… 個別法による原価法

貯　　 蔵 　　品　………… 最終仕入原価法による原価法
 

　

３　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

建物（建物附属設備を除く）

a　平成10年３月31日以前に取得したもの

 旧定率法

b　平成10年４月１日から平成19年３月31日までに取得したもの

 旧定額法

c　平成19年４月１日以降に取得したもの

 定額法

建物以外

a　平成19年３月31日以前に取得したもの

 旧定率法

b　平成19年４月１日以降に取得したもの

 定率法

ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　６～50年

構築物　　　　　　　　10～20年

機械及び装置　　　　　７～10年

車両運搬具　　　　　　２～６年

工具、器具及び備品　　３～20年

取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間均等償却によっております。

EDINET提出書類

株式会社プロトコーポレーション(E05210)

有価証券報告書

 96/106



 

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっておりま

す。

４　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 返品調整引当金

返品による損失に備えるため、売上高に対する過去の返品率に基づき、返品損失見込額を計上しております。

(3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく事業年度末要支給額を計上しております。

　

５　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　

(会計方針の変更)

(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び

構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この結果、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ1,265千円増加しております。

 
(追加情報)

(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当事

業年度から適用しております。
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(貸借対照表関係)

※１　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

短期金銭債権 11,196千円 14,349千円

短期金銭債務 338,084千円 411,607千円
 

　

　２　偶発債務

当社は、株式会社キングスオート元取締役より株式売買代金の未払金１億８千万円の支払いを求める提訴を受け

ましたが、当社といたしましては、株式売買契約書に基づき、当該未払金債務を同氏の当社に対する損害賠償債務

額と相殺しております。

なお、平成29年５月24日付で和解が成立しました。詳細は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事

項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。

 
(損益計算書関係)

※１　関係会社との取引高

 
前事業年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当事業年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

営業取引による取引高   

売上高 291,441千円 331,059千円

仕入高 2,885,046千円 3,019,889千円

その他営業取引高 230,603千円 602,930千円

営業取引以外の取引による取引高 137,332千円 86,800千円
 

　

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度33％、当事業年度47％、一般管理費に属する費用のおおよ

その割合は前事業年度67％、当事業年度53％であります。

 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当事業年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

役員報酬 263,116千円 245,674千円

給料手当及び賞与 3,419,629千円 3,314,106千円

役員退職慰労引当金繰入額 15,100千円 15,100千円

広告宣伝費 1,667,234千円 3,136,799千円

貸倒引当金繰入額 1,682千円 3,551千円

減価償却費 149,021千円 142,775千円
 

 
(有価証券関係)

前事業年度（平成28年３月31日）

子会社株式（貸借対照表計上額10,223,469千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認

められることから、記載しておりません。

　

当事業年度（平成29年３月31日）

子会社株式（貸借対照表計上額9,991,847千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め

られることから、記載しておりません。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

繰延税金資産   

減損損失累計額 163,119千円 167,832千円

減価償却超過額 531千円 5,192千円

資産除去債務 62,647千円 53,505千円

役員退職慰労引当金 68,752千円 73,353千円

未払事業税 34,365千円 9,889千円

投資等評価損 1,385,114千円 1,649,973千円

返品調整引当金 8,909千円 7,564千円

貸倒引当金 4,931千円 1,714千円

その他 5,835千円 10,296千円

繰延税金資産小計 1,734,208千円 1,979,322千円

評価性引当額 △1,511,818千円 △1,774,837千円

繰延税金資産合計 222,389千円 204,485千円

   

繰延税金負債   

資産除去債務資産計上額 △45,751千円 △38,857千円

その他有価証券評価差額金 △47,655千円 △63,038千円

繰延税金負債合計 △93,406千円 △101,896千円

繰延税金資産の純額 128,983千円 102,589千円
 

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

　　　なった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

法定実効税率 32.8％ 30.7％

（調 整）   

住民税均等割等 4.3 2.3

受取配当金等永久に益金算入されない項目 △3.8 △1.3

交際費等永久に損金算入されない項目 1.5 0.9

減損損失 1.3 △0.1

投資有価証券評価損 8.7 ―

関係会社株式評価損 101.3 5.2

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.7 ―

その他 △0.4 0.5

税効果適用後の法人税等の負担率 146.4 38.2
 

　

 
(重要な後発事象)

「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事項（重要な後発事象）」に同一の内容を記載しているため、

注記を省略しております。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

　(単位：千円)

区

分
資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高

減価償却

累計額

有
 
形
 
固
 
定
 
資
 
産

建物 3,288,933 24,906 3,363 161,007 3,149,469 2,769,874

構築物 348,102 ― 1,983 51,226 294,893 183,332

機械及び装置 194,419 ― ― 54,705 139,713 178,711

車両運搬具 7,157 7,089 2,033 2,805 9,407 15,075

工具、器具及び備品 48,536 4,390 1,114 19,023 32,789 156,412

土地 3,727,137 ― 3,709 ― 3,723,427 ―

計 7,614,286 36,387 12,203 288,768 7,349,701 3,303,406

無
 
形
 
固
 
定
 
資
 
産

ソフトウエア 1,402,714 264,865
48,233

(35,983)
499,498 1,119,847

 

ソフトウエア仮勘定 17,712 212,884 193,944 ― 36,652

借地権 236,695 ― ― ― 236,695

電話加入権 23,818 ― ― ― 23,818

水道施設利用権 879 ― ― 88 791

計 1,681,819 477,749
242,177
(35,983)

499,586 1,417,804
 

(注) １　当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

ソフトウエア 93,255千円 MOTOR GATE追加開発等

 66,960千円 グーネット追加開発等

 37,602千円 Goo車検開発等
 

２　当期減少額のうち（　）内は減損損失の計上額であります。

３　減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示しております。

 
【引当金明細表】

　(単位：千円)

科　　目 当期首残高  当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金(流動) 250 226 250 226

貸倒引当金(固定) 2,091 4,303 2,091 4,303

返品調整引当金 29,020 24,639 29,020 24,639

役員退職慰労引当金 225,640 15,100 ― 240,740
 

 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社プロトコーポレーション(E05210)

有価証券報告書

100/106



第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の
買取り・売渡し  

　　取扱場所
(特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　買取・売渡手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他のやむを得な

い事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行うこととしております。

(ホームページアドレス　http://www.proto-g.co.jp/IR/library.html)

株主に対する特典

１　株主優待の方法
　1単元（100株）以上ご所有の株主様で、毎年３月31日現在の株主の皆様に対し
て、所有株式数に応じて下記の優待内容を進呈するものであります。

２　進呈基準ならびに進呈内容
（1）３ 年 未 満 保 有 の 株 主 様 に は 、 以 下 の 優 待 を 進 呈 い た し ま
す。　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（３月末　年１回進呈）
　　　(所有株式数)　　　             (優待内容)
　　　  100株以上  1,000株未満　　 2,000円相当のカタログギフト
　　　 1,000株以上 　6,000株未満　　 3,000円相当のカタログギフト
　　　 6,000株以上 20,000株未満　　 5,000円相当のカタログギフト
　　　20,000株以上　　　　　　　　　10,000円相当のカタログギフト
（2）３年以上継続して保有の株主様を対象として、以下の優待を進呈いたします。
　　 (３月末　年１回進呈）
　　　(所有株式数)　　　             (優待内容)
　　　  100株以上  1,000株未満　　 3,000円相当のカタログギフト
　　　 1,000株以上 　6,000株未満　　 5,000円相当のカタログギフト
　　　 6,000株以上 20,000株未満　　10,000円相当のカタログギフト
　　　20,000株以上　　　　　　　　　15,000円相当のカタログギフト

 

(注)　当社定款の定めにより、当社株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使す

ることができません。

 （1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

 （2）取得請求権付株式の取得を請求する権利

 （3）株主の有する株式数に応じて募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利

 （4）株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 
(1)

 
有価証券報告書及びその添付
書類ならびに確認書

事業年度

(第38期)

自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日
 平成28年６月30日

東海財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付
書類

   平成28年６月30日

東海財務局長に提出

(3) 四半期報告書及び確認書 第39期第１四半期 自　平成28年４月１日　　

至　平成28年６月30日
 平成28年８月10日

東海財務局長に提出

  第39期第２四半期 自　平成28年７月１日　　

至　平成28年９月30日
 平成28年11月11日

東海財務局長に提出

  第39期第３四半期 自　平成28年10月１日

　　至　平成28年12月31
日　

 平成29年２月10日

東海財務局長に提出

(4) 臨時報告書 金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容
等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号
の２（株主総会における議決権行使の結果）の
規定に基づく臨時報告書であります。

 平成28年６月30日

東海財務局長に提出

(5) 臨時報告書 金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容
等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号
の２（株主総会における議決権行使の結果）の
規定に基づく臨時報告書であります。

 平成29年６月27日

東海財務局長に提出

(6) 自己株券買付状況報告書 報告期間 自　平成28年６月１日　　

至　平成28年６月30日
 平成28年７月４日

東海財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成29年６月28日

株式会社プロトコーポレーション

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　中　　村　　哲　　也　　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　岩　　田　　国　　良　　㊞

 

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社プロトコーポレーションの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行っ

た。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社プロトコーポレーション及び連結子会社の平成29年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社プロトコーポレー

ションの平成29年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、株式会社プロトコーポレーションが平成29年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準

に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

平成29年６月28日

株式会社プロトコーポレーション

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員  公認会計士　　中　　村　　哲　　也　　㊞
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員  公認会計士　　岩　　田　　国　　良　　㊞
 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社プロトコーポレーションの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第39期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監

査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社プロトコーポレーションの平成29年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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